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Ⅰ．制度の概要等  
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子育て応援特別手当 関係資料  
H21．2．27  資料1  「子育て応援特別手当」について（概要）  

平成20年度の緊急措置として、幼児教育期（小学校就学前3年間）の第二子以降の子一人  
あたり、3．6万円の子育て応援特別手当を支給する。  

（内容）  

○支給対象となる子：平成20年度において小学校就学前3年間に属する子、すなわち、平成14年4月2日から  

平成17年4月1日までの問の生まれ（平成20年3月末において3～5歳の子）であって、  

第2子以降である児童（170万人程度）   

※ 第2子以降の判定については、高校卒業（18歳）までの子を基礎とする。   

※ 外国人については、外国人登録原票に登録されている者であって、正規在留者に限る  

（短期滞在の在留資格を除く）。  

：支給対象児童一人あたり3．6万円（1回払い）  

：支給対象となる子の属する世帯の世帯主  

（支給基準日である平成21年2月1日時点の住民基本台帳、外国人登録原票の情報を  

活用）  

：所得制限を設けるか否かは各市町村がそれぞれの実情に応じて判断。  

所得制限を設ける場合の下限は、定額給付金と同様、1，800万円とし、所得制限の判  

定は、世帯主の個人所得により判定する（世帯所得の合算はしない）。  

：各世帯主からの申請に基づき支給する。  

：各市町村における申請受付開始日から6か月  

：総額651億円（給付費616億円、事務貴35億円）（全額国庫負担）  

※ 平成20年度第二次補正予算に計上   

（カ  

○支給額  

○支給先  

○所得制限  

○支給手続  

○申請期限  

○予算額  



子育て応援特別手当 関係資料  

H21．2．27  資料2－1  

平成21年1月8日現在  

子育て応援特別手当Q＆A（VER．1）  

【総論】  

問1子育て応援特別手当の目的及び効果は何ですか。  

問2 子育て応援特別手当に使途の限定はあるのですか。  

問3 市町村が行う子育て応援特別手当の法的性格は何ですか。  

問4 子育て応援特別手当の実施にあたり、市町村において条例等を整備する必要があ  

りますか。  

問5 子育て応援特別手当の支給に関し、住民基本台帳を活用することができる法的根  

拠は何ですか。  

問6 児童手当においては、公務員の子については、各所属庁の長が支給事務を行って  

いますが、子育て応援特別手当については、公務員の子についても市町村が支給す  

るのですか。  

問7 子育て応援特別手当の支給対象となる子を小学校就学前3年間の子に限定した理  

由は何ですか。  

問8 子育て応援特別手当の金額を3．6万円とした根拠は何ですか。  

問9 子育て応援特別手当は、平成20年度限りの措置なのですか。  

【支給対象者】  

問1支給対象者の決定に係る基準日を平成21年2月1日とする理由は何ですか。  

問2 支給対象者を住基上の世帯主としたのはなぜですか。  

問3 第2子以降を把握する場合に、第1子を18歳以下からカウントすることとした  

のはなぜですか。  

問4 第1子が5歳、第2子が2歳の場合、支給対象となりますか。また、第1子が5  

歳、第2子が4歳の場合は2人が支給対象となりますか。   

問5 第1子が20歳、第2子が12歳、第3子が5歳の場合、支給対象となりますか。   

間6 支給対象年齢の双子がいる場合、第2子だけが支給対象となるということですか。   

問7 世帯主が子の親でない場合も世帯主に支給するのですか。   

問8 住民基本台帳において1世帯であれば、事実上、2つの世帯がある場合であって  

も、あくまで住民基本台帳の情報に基づき支給するのですか。   

問9 住民基本台帳上、親は国内にいるものの、子が海外にいる場合は支給対象となり  

ますか。   

問10 第1子が学校の寄宿舎に入舎しており、子育て応援特別手当の支給要件は満たす  

ものの、住民基本台帳上は当該子の親の世帯に1子しか子がいないと表記されてい  

る場合は、支給対象となりますか。  

－4－   



問11DV被害者に係る子であって、住民基本台帳上の世帯主がDV被害者の配偶者の   

ままとなっている場合について、当該世帯主に支給するのですか。  

問12 所得制限を設けた場合、その基準を平成21年所得（平成21年1月1日～同年   

12月31までの所得）としている理由は何ですか。  

また、市町村の判断により平成20年所得を所得制限の基準とすることは可能で  

すか。  

問13 所得制限は、あくまで世帯主の所得で判定し、世帯主以外の所得は勘案しないと  

いうことでいいですか。  

問14 所得制限を設けない場合であっても、国の交付金は給付責全額について交付され  

ますか。  

問15 仮に年度内に支給が完了しない場合であっても、支給対象となる子の範囲に変更  

はありませんか。  

【申請及び支給】  

問1支給申請の受付開始は平成20年度内でなければならないのですか。  

問2 平成20年度内から申請を受け付けたとしても、実際の支給は平成21年度とな  

っても構いませんか。  

問3 支給申請を郵送で受け付けることも可能ですか。  

問4 児童手当を受給している方については、児童手当に係る受給者台帳を活用し、申  

請を求めずに支給することも可能ですか。  

問5 事前に世帯主あてに通知を行う必要がありますか。  

問6 支給事務において、児童手当■国民健康保険等のデータを使用することは可能で  

すか。  

問7 振り込み口座は世帯主の口座に限定されますか。口座が本人名義であることの確  
認は必要ですか。  

【その他】  

問1子育て応援特別手当は課税されますか。  

問2 子育て応援特別手当は、生活保護の収入として認定されますか。  

問3 事務効率、住民利便の観点から、案内、申請書、支払いを定樋給付金と一体的に  
処理することは可能ですか。  

－5－   



【総論】  

間1 子育て応援特別手当の目的及び効果は何ですか。  

（答）   

子育て応援特別手当は、現下の厳しい経済情勢において、多子世帯の幼児教育期の子育  

ての負担に対し配慮する観点から、平成20年度の緊急措置として、第二子以降の児童に  

ついて、一人あたり3．6万円を支給するものです。   

これにより、子育てを行う家庭における生活安心の確保に資するものと考えています。  
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問2 子育て応援特別手当に使途の限定はあるのですか。  

（答）   

子育て応援特別手当は、現下の厳しい経済情勢において、多子世帯の幼児教育期の子育  

ての負担に対し配慮する観点から支給するものであるため、子育てに係る費用に充てられ  

ることを想定していますが、法令上、その使途について制限が設けられているわけではあ  

りません。  
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問3 市町村が行う子育て応援特別手当の法的性格は何ですか。  

（答）  

市町村からの贈与です。  

問4 子育て応援特別手当の実施にあたり、市町村において条例等を整備する必要があり  

ますか。  

（答）  

地域振興券の際と同様、要綱の制定をお願いします。  

問5 子育て応援特別手当の支給に関し、住民基本台帳を活用することができる法的根拠  

は何ですか。  

（答）   

子育て応援特別手当の支給に係る事務は市町村の自治事務であり、当該事務に住民基本  

台帳を活用することができる根拠は、住民基本台帳法第1条となります。  

問6 児童手当においては、公務員の子については、各所属庁の長が支給事務を行ってい  

ますが、子育て応援特別手当については、公務員の子についても市町村が支給するの  

ですか。  

（答）  

ご指摘のとおりです。  
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問7 子育て応援特別手当の支給対象となる子を小学校就学前3年間の子に限定した理由  

は何ですか。  

（答）   

今般の子育て応援特別手当については、  

・ 一般に、就労家庭か否かに関わらず、保育所又は幼稚園に子供が共通して通う年齢が   

小学校就学前3年間であること  

・ 0～2歳の子については、別途、児童手当制度において乳幼児加算（一律5千円を加   

算）が行われていること  

などを総合的に勘案し、その支給対象となる子を小学校就学前3年間としたところです。  

問8 子育て応援特別手当の金枝を3．6万円とした根拠は何ですか。  

（答）   

支給客引こついては、住民税非課税世帯の保育所の自己負担籠の基準等を勘案して設定し  

たものです。  

問9 子育て応援特別手当は、平成20年度限りの措置なのですか。  

（答）   

今般の子育て応援特別手当は、「生活対策」の中で平成20年度の緊急措置として支給す  

ることとされたものであり、平成20年度限りの措置として位置付けられています。  

一丁－   
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【支給対象者】  

問1支給対象者の決定に係る基準日を平成21年2月1日とする理由は何ですか。  

（答）   

支給対象となる方の住民基本台帳からの抽出と支給申請までの間に住所地の異動が起こ  

る可能性があることから、その期間をできるだけ短縮することを考慮して設定したもので  

す。  
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問2 支給対象者を住基上の世帯主としたのはなぜですか。  

（答）   

子育て応援特別手当は、現下の厳しい経済情勢において、多子世帯の幼児教育期の子育  

ての負担に対し配慮する観点から支給するものであること、市町村において住民基本台帳  

から把握することが可能であり、支給に係る事務負担の軽減となること等を総合的に勘案  

して決定したものです。  
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問3 第2子以降を把握する場合に、第1子を18歳以下からカウントすることとしたの  

はなぜですか。  

（答）   

今般の子育て応援特別手当は、多子世帯の子育ての負担に対し配慮する観点から支給す  

るものですが、ほとんどの子が高校まで進学するという状況に鑑みれば、一般的に18歳  

に到達する年の年度末までは当該児童に稼得能力があるとは言えないことから、その手当  

の性格に鑑み、第2子以降の判定については、  

（D18歳以下とし、  

②18歳以下の子とは、18歳に到達する日以後の最初の3月31日までの問にある者  

としたものです。  

・
・
 
⊥
一
1
 
 
－
 
 
．
H
r
l
－
≠
・
 
 

問4 第1子が5歳、第2子が2歳の場合、支給対象となりますか。また、第1子が5歳、  

第2子が4歳の場合は2人が支給対象となりますか。  

（答）   

子育て応援特別手当は、現下の厳しい経済情勢において、多子世帯の幼児教育期の子育  

ての負担に対し配慮する観点から支給するものであり、  

・一般に、就労家庭か否かに関わらず、保育所又は幼稚園に子供が共通して通う年齢が   

小学校就学前3年間であること  

・ 0～2歳の子については、別途、児童手当制度において乳幼児加算（月5千円）が行   

われていること  

などを総合的に勘案し、その支給対象となる子を小学校就学前3年間としたところです。   

このようなことから、前者の例については、支給対象となりません。後者の例について  

は、第2子である1人が支給対象となります。  
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問5 第1子が20歳、第2子が12歳、第3子が5歳の場合、支給対象となりますか。  

（答）   

第2子以降の判定については、18歳以下とし、18歳以下の子とは、18歳に到達す  

る日以後の最初の3月31日までの間にある者としていることから、子育て応援特別手当  

の支給に関しては、18歳以下のうち2番目の子である第3子の子が支給対象となります。  

問6 支給対象年齢の双子がいる場合、第2子だけが支給対象となるということですか。  

（答）  

ご指摘のとおりです。  

問7 世帯主が子の親でない場合も世帯主に支給するのですか。  

（答）   

子育て応援特別手当の支給については、対象世帯について子の監護の事実の認定を行う  

ことは、過大な事務負担が生じかねないことから、市町村における事務処理を勘案し、子  

の親か否かにかかわらず、世帯主に支給することとしています。  

問8 住民基本台帳において1世帯であれば、事実上、2つの世帯がある場合であっても  

あくまで住民基本台帳の情報に基づき支給するのですか。  

（答）  

ご指摘のとおりです。  

問9 住民基本台帳上、親は国内にいるものの、子が海外にいる場合は支給対象となりま  

すか。  

（答）   

支給対象となる子は支給対象者である世帯主と同一世帯である必要があり、ご指摘の  

ようなケースは支給されません。  

問10 第1子が学校の寄宿舎に入舎しており、子育て応援特別手当の支給要件は満たすも  

のの、住民基本台帳上は当該子の親の世帯に1子しか子がいないと表記されている場  

合は、支給対象となりますか。  

（答）   

子育て応援特別手当については、住民基本台帳の情報をもとに支給することを原則とし  

ていますが、ご指摘のような事例については、現に支給対象となりうる児童が世帯内にい  

るにもかかわらず支給対象としないことは適切でないと考えられることから、医療保険の  

被扶養者に係る被保険者証の写し等を添付して申請していただき、扶養の事実を確認する  

ことで、支給対象とすることとしています。  
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問11 DV被害者に係る子であって、住民基本台帳上の世帯主がDV被害者の配偶者のま  

まとなっている場合について、当該世帯主に支給するのですか。  

（答）   

子育て応援特別手当については、市町村の事務負担を軽減し、早期に実施するという観  

点から、できる限りシンプルな仕組みとするために、基準日時点における住民基本台帳の  

記録をベースに給付を行うこととしています。   

DV被害者で別居している方については、加害者である配偶者等による住民基本台帳の  

写しの閲覧や住民票の写しの交付等が制限される支援措置を活用し、実際に居住する住所  

において住民登録をしていただくことを想定しています。  
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問12 所得制限を設けた場合、その基準を平成21年所得（平成21年1月1日～同年1  

2月31までの所得）としている理由は何ですか。  

また、市町村の判断により平成20年所得を所得制限の基準とすることは可能です  

か。  

（答）   

子育て応援特別手当の支給は、平成21年に行われることから、仮に、各市町村におい  

て所得制限を設ける場合の基準となる所得については、平成21年の所得としたものです。   

各市町村において、所得制限の基準を変更することは想定しておりません。  

問13 所得制限は、あくまで世帯主の所得で判定し、世帯主以外の所得は勘案しないとい  

うことでいいですか。  

（答）  

ご指摘のとおりです。  
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問14 所得制限を設けない場合であっても、国の交付金は給付費全額について交付されま  

すか。  

（答）  

交付されます。  

問15 仮に年度内に支給が完了しない場合であっても、支給対象となる子の範囲に変更は  

ありませんか。  
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（答）  

変更は予定していません。  
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【申請及び支給】  

問1 支給申請の受付開始は平成20年度内でなければならないのですか。  

（答）   

市町村には、可能な限り、年度内の支給開始を目指していただきたいと考えていますが、  

最終的には各市町村の御判断によることとなります。  

問2 平成20年度内から申請を受け付けたとしても、実際の支給は平成21年度となっ  

ても構いませんか。  

（答）   

市町村には、可能な限り、年度内の支給開始を目指していただきたいと考えていますが、  

最終的には各市町村の御判断によることとなります。  

問3 支給申請を郵送で受け付けることも可能ですか。  

（答）  

可能ですが、適切な本人確認、二重支給の防止が確保できることが必要となります。  

問4 児童手当を受給している方については、児童手当に係る受給者台帳を活用し、申請  

を求めずに支給することも可能ですか。  

（答）   

本人の受領の意思を確認するため、また、児童手当の受給者台帳を本人の同意なく活用  

することは、目的外使用となることから、子育て応援特別手当の支給においては申請をし  

ていただくことを想定しております。  

てに通知を行う必要がありますか。  問5 事前に世帯主  

（答）   

住民基本台帳から抽出した情幸引こ基づき子育て応援特別手当の支給対象となる世帯主に  

事前に通知する方法、定額給付金の案内に同封する形で市町村内の全世帯にお知らせする  

方法、広報、保育所・幼稚園等を通じた周知を行う方法などから、各市町村が効率的であ  
る各種の方策を選択していただくことを想定しています。  

問6 支給事務において、児童手当・国民健康保険等のデータを使用することは可能です  

か。  

（答）   

子育て応援特別手当の申請時において、市町村が保有する公簿の確認について同意をい  

ただくことで参照が可能です。  
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問7 振り込み口座は世帯主の口座に限定されますか。口座が本人名義であることの確認  

は必要ですか。  

（答）   

振り込み口座は世帯主の口座に限定はしない方向で検討中です。また、口座の確認は、  

通帳のコピー等を提示していただくことにより確認することを想定しています。  
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【その他】  

問1 子育て応援特別手当は課税されますか。  

（答）   

子育て応援特別手当の所得税・個人住民税上の取扱いは、一時所得とされ、これには50  

万円の特別控除砥があるため、他に一時所得がない場合には、一般的には課税所得は発生  

しないものと考えられます。   

なお、定親給付金については、平成20年末にとりまとめられた与党税制改正大綱にお  

いて、非課税とすることとされたところです。  

問2 子育て応援特別手当は、生活保護の収入として認定されますか。  

（答）  

収入認定除外とする方向で検討中です。  

事務効率、住民利便の観点から、案内、申請書、支払いを定額給付金と一体的に処  

理することは可能ですか。  

（答）  

可能です。  
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子育て応援特別手当 関係資料  

H21．2．27  資料2－2  

平成21年1月29日現在  

子育て応援特別手当Q＆A（VER2）  

目  次  

【総論】  

問1 市町村は特別会計を設置する必要はありますか。  

問2 本手当の対象者を抽出する際、外国人登録原票の使用も目的内使用として認められ  

ると理解してよいですか。  

問3 住民基本台帳ネットワークシステムを活用し、国において給付対象者リストを作  

成し、市町村に配布できないか。  

【支給対象者】  

問1 世帯主が18歳以下の場合、第1子としてカウントしてもいいですか。  

同一世帯に世帯主の子として18歳以下の子がいて、当該子の子が対象年齢の場合、  

第2子とカウントして支給することとなりますか。  

問2 海外にいるものの、住民基本台帳において国内の住所を有する場合、住基上におい  

て要件を満たせば支給対象となりますか。  

問3 第1子が海外におり、その子を含めれば支給要件を満たす場合には支給対象となり  

ますか。  

問4 申請期限内に申請を行った後、海外に転出した場合は、支給対象となりますか。  

問5 支給対象となる第2子以降の子が福祉施設に入所し、住民基本台帳を施設等に異動  

している場合は誰に支給するのですか。  

他方、第1子が福祉施設に入所しており、第2子以降の子が親と同居している場合  

は支給対象となりますか。  

問6 支給対象となる第2子以降の子が里親に養育され、住民基本台帳を里親の世帯に異  

動している場合は支給対象となりますか。  

問7 少年院に入院している児童の取扱いはどうなりますか。  

問8 基準日以降に、世帯分離等が生じて世帯主が変更した場合、あくまで基準日におけ  

る世帯主に支給するのですか。  

間9 基準日において、祖父が世帯主であったが、その後、父母とその子のみが転出して  

しまった場合、基準日当時の世帯主にそのまま支払ってよいですか。  

問10 基準日以降に、世帯分離等が生じたことにより、子育て応援特別手当の支給要件を  

満たさなくなった場合は支給対象とならないのですか。  

問11離婚調停中であり、別居しており、事実上は、世帯主ではない配偶者が子を養育し  

ている場合、誰に支給するのですか。  

問12 支給対象となる「世帯が異なるものの扶養している子」の申請者は、「世帯は別だ  

が扶養している世帯主」と「子と同世帯であるが扶養していない世帯主」のどちらで  
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すか（，  

問13 子と別居している場合など子育て応援特別手当の支給対象はどのような考え方に  

基づいて整理しているのか。  

問14 離婚した夫婦がいて、夫は10歳の子を扶養しながら妻が扶養している子の養育費  

を支払っており、妻はパートをしながら5歳と3歳の子を扶養して、それぞれが世帯  

主となっている場合、夫婦双方が当該手当の申請者となれるのですか。  

問15 基準日に世帯主であった者が、申請・支給日までに離婚等により子の扶養をしなく  

なった場合や、親権を争っている場合でも、当該世帯主に支給するのですか。  

問16 事実上の養子として養育されている場合は支給対象となりますか。  

問17 手当支給基礎児童のカウントについて、世帯が異なるものの扶養している子等を含  

むとありますが、これは、3歳から5歳の子が2人おり、離婚後それぞれが1人ずつ  

引き取った場合に、相互に第2子として受給できるということですか。  

問18 支給対象となる子が属する世帯の世帯主と実父母が居住する市町村とで、子育て応  

援特別手当の支給申請が重複して行われるおそれがありますが、市町村間においてど  

のような確認を行う必要がありますか。また、どちらの場合を優先して支払うことと  

なりますか。  

問19 父が子1人と同居、母が子2人と同居している場合  

1．父は17歳の子（第1子）と同居、母は5歳の子（第2子）、3歳の子（第3子）  

と同居の場合、  

① 第1子の住民票を提示して、母の住所地で第2子、第3子の申請をするのですか。  

② 別世帯の場合、申請者と児童の続柄は住民票の葦頭看で確認するのですか。   

2．父は5歳の子（第2子）と同居、母は17歳の子（第1子）、3歳の子（第3子）  

と同居の場合、  

① 父は、第1子■第3子の住民票を提示して第2子の手当を申請するのですか。  

② 母が第3子の手当を申請する際、第2子住民票は不要ですか。  

③ 別居していても父母どちらかがまとめて申請できる場合、二重支給をどのように  

して防ぐのですか。  

問20 第1子（7歳）がA市に、第2子（5歳）がB市に、第3子（3歳）がC市に住民  

票があり、それぞれの世帯主が父、母、祖父である場合、支給はどのようになります  

か。なお、児童手当は生計の中心であるA市で3人分を受給しています。  

問21DV被害者で別居している方については、加害者である配偶者等による住民基本台  

帳の写しの閲覧や住民票の写しの交付等が制限される支援措置を活用し、実際に居住  

する住所において住民登録をしていただくことを想定しているとのことだが、住民票  

を異動させるために住民票のある市町村に赴く必要があるのでは実際上異動しづらい  

のではないか。  
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【所得制限】  

問1 所得制限の下限額を1，800万円とした理由は何ですか。  

問2 所得制限の有無について、県内で統一した取り扱いとすることは問題ありませんか。  

問3 所得制限を設けることとした場合、平成21年所得が確定してから、子育て応援特  

別手当の支給を開始してもかまいませんか。  

問4 子育て応援特別手当について、所得制限により返還を求める場合、改めてお知らせ  

を行う’必要がありますか。  

問5 子育て応援特別手当の辞退を求める場合の「一定の考え方」とは何ですか。  

【申請及び支給】  

問1 子育て応援特別手当の申請期限は、給付申請受付開始から3か月以内又は6か月以  

内のいずれとなるのか。  

問2 子育て応援特別手当の申請期間はどの時点をもって終了となるのか。また、複数の  

給付方式を採用する場合の取扱いはどうなるのか。  

問3 申請期限までに申請がなかった場合、辞退とみなして問題ありませんか。  

問4 申請期限までに申請がなかった場合、特段の対応の必要がありますか。また、その  

場合市町村に責任はありますか。  

問5 子育て応援特別手当の不支給に対して、住民は行政不服申立などを行うことができ  

ますか。  

問6 基準日以降に転出一転入が生じた場合、転出元の市町村、転出先の市町村のいずれ  

が支給を行うのですか。  

問7 子育て応援特別手当の支給対象となる場合については、住民基本台帳により把握で  

きない場合があり、個別の世帯に対し案内を行うことができない場合も想定されるが、  

このような場合、どのように対処すべきですか。  

このような場合、申請期限後であっても給付を行うことが可能ですか。  

問8 住民基本台帳から抽出した結果に基づき、事前に対象となる世帯に案内をお送りし  

たが、当該案内が返戻されてきた場合、市町村として特段の対応をとる必要がありま  

すか。  

問9 申請書にあらかじめ住基データから抽出した情報を印字し、署名、押印、口座情報  

の記入のみをしていただく方法でもかまいませんか。  

問10 振り込み口座は普通又は当座に限られますか。  

問11支給対象者について児童手当の振り込み口座がある場合、原則として児童手当の振  

り込み口座に振り込むこととする取り扱いは可能ですか。  

問12 定額給付金の方では、振り込み先口座を水道料金や税金の振替用に把握している口  

座とすることができるようですが、子育て応援特別手当も同様ですか。  

また、水道の振替用口座をあらかじめ印字した申請書を世帯主に送付し、その口座  

のまま支給するか、別の口座に振り込むかを選択していただくような様式の申請書と  

しても問題ありませんか。  

問13 郵便局への振り込みには対応する必要がありますか。  

問14 一つの申請で複数の振り込み口座（親の口座、子の口座への分割支給など）を指定  
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することは可能ですか。  

問15 定額小為替による支給を行ってもよいですか。  

問16 支給開始日を県内で統一する必要はありますか。  

問17 申請期間中の申請に対する払込完了の時期も市町村において決定してよいですか。  

問18 虚偽申請であったことが後に判明した場合は、返還を束めることとなりますか。  

【支給台帳の管理】  

問1 第1子が学校の寄宿舎に入舎している場合など住民基本台帳から把握できないもの  

の、子育て応援特別手当の支給対象となる場合には、申請があった段階で支給台帳に  

追記するということで構いませんか。  

問2 支給台帳等について、他の行政の実施を行うために子育て応援特別手当担当者以外  

の者が閲覧することは可能ですか。  

【その他】  

問1 支給決定通知・支払い通知等を省略したいが、差し支えありませんか。  

問2 税務申告指導等を行う必要がありますか。  

問3 子育て応援特別手当は、児童手当の所得判定においてどのような取扱いとなります  

か。  

問4 保育料滞納者等にも子育て応援特別手当は支給されますか。  

問5 子育て応援特別手当について、税金、保育料等の未納分への充当、差し押さえを行  

うことは可能ですか。  

問6 支給嶺を一般的に口座振込とした場合でも、保育料等を滞納している場合は、現金  

（窓口）支給とし、納入を呼びかけることができますか。  

問7 区分経理の適当な方法とはどのような対応が想定されていますか。  

問8 定額給付金支給事務と経費が区分されていれば、執行する予算科目に限定はないで  

すか。  

問9 定額給付金と一体的に事務を行うことにより、事務費の区分が不明確になることが  

考えられますが、その場合の取扱いはどうなりますか。  

問10 年度を越えて支給する場合には、繰越明許の必要がありますが、その理由を敢えて  

ください。  

問11いわゆる施越については認められるのか。  

問12 ①子育て応援特別手当の申請を辞退した者や②所得が一定額以上の方には支給し  

ないとする市町村において支給されなかった者がいる場合、当該支給されなかった給  

付縫の分は、市町村が自由に他の用途に使うことができるか。  

問13 金融機関への振込手数料は事務費の対象となるのか。また、全国統一の振込手数料  

を設定する予定はあるか。  

問14 各市町村の住民基本台帳に係るシステム等の改修プログラムについて、国で一括し  

て作成をし、配布する方式はとれないか。  

問15 本事業について民間事業者への委託は可能ですか。また、その範囲はどの程度です  

か。委託料は全額国負担となりますか。  
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【総論】  

問1 市町村は特別会計を設置する必要はありますか。  
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（答）  

経理が明確になれば、市町村において特別会計の設置をする必要は必ずしもありません。  

問2 本手当の対象者を抽出する際、外国人登録原票の使用も目的内使用として認められ   

ると理解してよいですか。  

（答）   

住民基本台帳の利用については、住民基本台帳法第1条に「住民に関する事務の処理の  

基礎とする」と定められており、各市町村の個人情報保護条例の規定に関わらず住民基本  

台帳法第1条の規定により利用が可能です。   

他方、同一市町村内における外国人登録原票の利用については、外国人登録法に上記の  

住民基本台帳法第1条に相当する規定がないため、その利用に当たっては、当該市町村の  

一般的な個人情報の取扱いによることとなります。したがって、各市町村の個人情報保護  

条例が外国人登録原票の情報の利用について個人情報保護審議会への諮問等の手続きを要  

求している場合には、この事続きを行うことが必要と考えられます。  
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問3 住民基本台帳ネットワークシステムを活用し、国において給付対象者リストを  

作成し、市町村に配布できないか。  

（答）   

住民基本台帳ネットワークシステムで扱われる情報は、氏名、生年月日、性別、住所等  

の本人確認情報に限られ、世帯主や続柄の情報は含まれないため、世帯主を申請・受給者  

とし、世帯ごとに給付する今回の仕組みでは、活用できません。   

また、住民基本台帳ネットワークの利用に関しては、住民基本台帳法により、情報提供  

を行う行政機関の範囲や利用目的が限定されており、法律を改正しない限り、子育て応援  

特別手当に関して利用することは不可能です。  
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【支給対象者】  

問1 世帯主が18歳以下の場合、第1子としてカウントしてもいいですか。  

同一世帯に世帯主の子として18歳以下の子がいて、当該子の子が対象年齢の場合、  

第2子とカウントして支給することとなりますか。  

（答）  

ご指摘のような場合については、第1子としてカウントして差し支えありません。  

問2 海外にいるものの、住民基本台帳において国内の住所を有する場合、住基上におい  

て要件を満たせば支給対象となりますか。  

（答）   

支給対象となります。  

問3 第1子が海外におり、その子を含めれば支給要件を満たす場合には支給対象となり  

ますか。  

（答）   

ご指摘のケースにおいて、子全てが医療保険等の同一の被保険者の被扶養者となってい  

る場合等は、子育て応援特別手当の支給対象となることもあり得ます。  

問4 申請期限内に申請を行った後、海外に転出した場合は、支給対象となりますか。  

（答）  

支給対象となります。  

問5 支給対象となる第2子以降の子が福祉施設に入所し、住民基本台帳を施設等に異動  

している場合は誰に支給するのですか。  

他方、第1子が福祉施設に入所しており、第2子以降の子が親と同居している場合  

は支給対象となりますか。  

（答）   

前者のケースは、当該子に係る子育て費用につき措置費等の公費により賄われているこ  

とから支給対象となりません。   

後者のケースについては、第2子以降の属する世帯主が医療保険被保険者証、措置決定  

通知書等を添付し、申請することで支給することとなります  

問6 支給対象となる第2子以降の子が里親に養育され、住民基本台帳を里親の世帯に異  

動している場合は支給対象となりますか。  

（答）  

ご指摘のようなケースは支給対象となりません。  
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問7 少年院に入院している児童の取扱いはどうなりますか。  

（答）   

少年院に入院している場合は、一般的に住民基本台帳の異動がないと考えられることか  

ら、住民基本台帳の情報に基づき、支給基礎児童に含めて差し支えありません。  
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問8 基準日以降に、世帯分離等が生じて世帯主が変更した場合、あくまで基準日におけ  

る世帯主に支給するのですか。  

（答）  

ご指摘のとおりです。  

問9 基準日において、祖父が世帯主であったが、その後、父母とその子のみが転出して   

しまった場合、基準日当時の世帯主にそのまま支払ってよいですか。  
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（答）   

基準日における住民基本台帳の情報に基づき支給することとしていますので、ご指摘の  

とおりです。  

問10 基準日以降に、世帯分離等が生じたことにより、子育て応援特別手当の支給要件  

を満たさなくなった場合は支給対象とならないのですか。  

（答）   

支給要件の判定は、基準日において判断していただくことになりますので、ご指摘のよ  

うな場合は、支給して差し支えありません。  
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問11離婚調停中であり、別居しており、事実上は、世帯主ではない配偶者が子を養育  

している場合、誰に支給するのですか。  

（答）  

住民基本台帳上の世帯主に支給することとなります。  
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問12 支給対象となる「世帯が異なるものの扶養している子」の申請者は、「世帯は別だ  

が扶養している世帯主」と「子と同世帯であるが扶養していない世帯主」のどちらで  

すか。  
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（答）   

子育て応援特別手当については、第2子以降の子が属する世帯の世帯主に支給すること  

となります。  
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問13 子と別居している場合など子育て応援特別手当の支給対象はどのような考え方に  

基づいて整理しているのか。  

（答）   

子育て応援特別手当の支給に係る原則は以下のとおりです。  

① 住民基本台帳の同一世帯に属する支給対象となる子につき、世帯主に支給する。  

② 第2子以降の子が属する世帯の世帯主に対して支給する。  

③ 第1子と第2子以降の子が別居している場合については、これらの子が－の者の扶養   

に入っている場合には、第2子以降の子と第1子が同居しているものとみなし、当該第   

2子以降の子が属する世帯の世帯主ごとに子育て応援特別手当を支給する。  

問14 離婚した夫婦がいて、夫は10歳の子を扶養しながら妻が扶養している子の養育  

費を支払っており、妻はパートをしながら5歳と3歳の子を扶養して、それぞれが  

世帯主となっている場合、夫婦双方が当該手当の申請者となれるのですか。  

（答）   

住民基本台帳の情報に基づき支給することから、ご指摘のケースについては、原則とし  

て、妻の属する世帯の世帯主に対し1人分の子育て応援特別手当を支給することとなりま  

す。   

なお、ご指摘のケースにおいて、子全てが医療保険等の同一の被保険者の被扶養者とな  

っている場合等は、10歳の子を第1子と算定し、当該被扶養者の子を基礎として第2子  

以降となる子が属する世帯の世帯主が2人分の子育て応援特別手当を受給することもあり  

得ます。  

問15 基準日に世帯主であった者が、申請・支給日までに離婚等により子の扶養をしな   

くなった場合や、親権を争っている場合でも、当該世帯主に支給するのですか。  

（答）  

基準日における世帯主に支給することとなります。  

問16 事実上の養子として養育されている場合は支給対象となりますか。  

（答）  

他の要件を満たせば、支給対象となり得ます。  

問17 手当支給基礎児童のカウントについて、世帯が異なるものの扶養している子等を   

含むとありますが、これは、3歳から5歳の子が2人おり、離婚後それぞれが1人ず  

つ引き取った場合に、相互に第2子として受給できるということですか。  

（答）   

住民基本台帳の情報に基づき支給することから、ご指摘のケースについては、原則とし  

て、子育て応援特別手当の支給対象とはなりません。   

なお、ご指摘のケースにおいて、子全てが医療保険等の同一の被保険者の被扶養者とな  

っている場合等は、当該被扶養者の子を基礎として第2子以降となる子が属する世帯の世  

帯主が子育て応援特別手当を受給することもあり得ます。  
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問18 支給対象となる子が属する世帯の世帯主と実父母が居住する市町村とで、子育て  

応援特別手当の支給申請が重複して行われるおそれがありますが、市町村間において  

どのような確認を行う必要がありますか。また、どちらの場合を優先して支払うこと  

となりますか。  
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（答）   

子育て応援特別手当は、第2子以降の子が属する世帯において支給要件を満たすか否か  

を判断することとしており、支給申請が重複して行われることはないものと考えています。  

問19 父が子1人と同居、母が子2人と同居している場合  

1． 父は17歳の子（第1子）と同居、母は5歳の子（第2子）、3歳の子（第3子）  

と同居の場合、   

① 第1子の住民票を提示して、母の住所地で第2子、第3子の申請をするのですか。   

② 別世帯の場合、申請者と児童の続柄は住民票の筆頭者で確認するのですか。   

2． 父は5歳の子（第2子）と同居、母は17歳の子（第1子）、3歳の子（第3子）  

と同居の場合、   

① 父は、第1子・第3子の住民票を提示して第2子の手当を申請するのですか。  

② 母が第3子の手当を申請する際、第2子住民票は不要ですか。   

③ 別居していても父母どちらかがまとめて申請できる場合、二重支給をどのように  

して防ぐのですか。  
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（答）   

住民基本台帳の情報に基づき支給することから、ご指摘のケースについては、原則とし  

て、母の属する世帯の世帯主に対し1人分の子育て応援特別手当を支給することとなりま  

す。   

なお、1及び2のケースにおいて、子全てが医療保険等の同一の被保険者の被扶養者と  

なっている場合等は、当該被扶養者の子を基礎として第2子以降となる子が属する世帯の  

それぞれの世帯主が子育て応援特別手当を受給することもあり得ます。  
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問20 第1子（7歳）がA市に、第2子（5歳）がB市に、第3子（3歳）がC市に住  

民票があり、それぞれの世帯主が父、母、祖父である場合、支給はどのようになりま  

すか。なお、児童手当は生計の中心であるA市で3人分を受給しています。  

（答）   

住民基本台帳の情報に基づき支給することから、ご指摘のケースについては、原則とし  

て、子育て応援特別手当は支給されません。   

なお、ご指摘のケースにおいて、子全てが医療保険等の同一の被保険者の被扶養者とな  

っている場合等は、当該被扶養者の子を基礎として第2子以降となる子が属する世帯のそ  

れぞれの世帯主が子育て応援特別手当を受給することもあり得ます。  
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問21DV被害者で別居している方については、加害者である配偶者等による住民基本  

台帳の写しの閲覧や住民票の写しの交付等が制限される支援措置を活用し、実際に  

居住する住所において住民登録をしていただくことを想定しているとのことだが、  

住民票を異動させるために住民票のある市町村に赴く必要があるのでは実際上異  

動しづらいのではないか。  

（答）   

遠隔地からの転出届については、郵送で受け付け、2月1日の基準日における住民票の  

異動が円滑に行われるため、迅速に処理するよう総務省から各地方公共団体に対し要請が  

行われたところです。   

また、住民基本台帳においては、生活の本拠であると認められる場合にあっては、実家、  

知人宅等に住民票の異動を行うことが可能であることについてもご留意ください。  

－23一   



【所得制限】  

問1 所得制限の下限額を1．800万円とした理由は何ですか。  
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（答）  

1，800万円という基準については、定額給付金において、所得1，800万円は年間の給与  

収入金額に換算すると2，000万円を超える程度となり、この金銀は所得税において確定申  

告義務があること等から、一つの分かりやすい目安として、平成20年11月12日の与党  

合意において決定されたものであり、子育て応援特別手当においてもこれを踏襲したもの  

です。  

問2 所得制限の有無について、県内で統一した取り扱いとすることは問題ありません  
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（答）   

所得制限の有無については、各市町村のご判断に基づくものとしており、ご指摘のよう  

な取り扱いも可能です。  

問3 所得制限を設けることとした場合、平成21年所得が確定してから、子育て応援特  

別手当の支給を開始してもかまいませんか。  

（答）   

子育て応援特別手当は、平成20年度の緊急措置として実施するものであり、補助事業  

として行うものですので、一定の期間内において精算を行う必要があることから、ご指摘  

のように平成21年所得が確定してから支給を開始することは想定していません。  
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問4 子育て応援特別手当について、所得制限により返還を求める場合、改めてお知らせ  

を行う必要がありますか。  

（答）   

特別手当を返還することについて事前に同意を得ていることから、必須ではありません  

が、あらかじめお知らせをされても差し支えありません。  

問5 子育て応援特別手当の辞退を求める場合の「一定の考え方」とは何ですか。  L
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（答）   

世帯主の所得が、市町村が設定する基準額（所得制限と異なり、下限はなし）を上回る  

ことが想定される場合、支給対象者本人が本手当について不要と判断される場合等には、  

当該世帯主の子育て応援特別手当の支給を辞退することを呼びかけることを想定していま  

す。   

なお、辞退を求めるとは、強制的な返還ではなく、世帯主の意思に基づき、申請を辞退  

することを意味しています。この際、辞退の意思を示す書類を提出していただくことは必  

要ありません。  
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【申請及び支給】  

問1 子育て応援特別手当の申請期限は、給付申請受付開始から3か月以内又は6か月以  

内のいずれとなるのか。  

（答）  

6か月となります。  

問2 子育て応援特別手当の申請期間はどの時点をもって終了となるのか。また、複数の  

給付方式を採用する場合の取扱いはどうなるのか。  

（答）   

申請受付開始日から6か月が経過した日をもって、申請期間は終了します。   

また、市町村が郵送・窓口受付など複数の方法により申請を受け付ける場合、いずれか  

の方法について最初に開始した日を申請開始日とし、それから6か月経った日をもってい  

ずれの方法による受付も終了します。  

問3 申請期限までに申請がなかった場合、辞退とみなして問題ありませんか。  ニコ  
（答）   

差し支えありませんが、申請期限に関する周知・広報等を適切に行っていただきますよ  

うお願いします。  

問4 申請期限までに申請がなかった場合、特段の対応の必要がありますか。また、その  

場合市町村に責任はありますか。  

（答）   

国としては、申請期限までに申請をいただくように広幸引こ努めますが、各地方公共団体  

においても、周知・広報を行っていただくようにお願いします。   

なお、本特別手当については、申請に基づき支給することとしておりますので、申請が  

なかった場合に市町村の責任が問われるものではないと考えています。  

子育て応援特別手当の不支給に対して、住民は行政不服申立などを行うことができ  
ますか  

（答）   

子育て応援特別手当の支給の法的性格は贈与であり、行政処分ではありませんので、支  

給しないことについて不服申立等の対象とはなりません。  

問6 基準日以降に車云出一転入が生じた場合、転出元の市町村、転出先の市町村のいずれ  

が支給を行うのですか。  

（答）   

世帯が基準日より後に転出し、他市町村に転入した場合も、基準日において住民基本台  

帳上の住所が所在する市町村が、子育て応援特別手当の支給を行います。   

このような取扱いとする理由は、基準日時点での居住団体から給付を受けることとすれ  

ば、基準日時点で給付対象者リストが確定することになり、住所の異動に関しては、その  
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後の給付対象者の追加・削除の手間がかからず、また、同じ住民が複数のリストに掲載さ  

れることはないことから、二重給付のおそれがなくなることを考慮したものです。   

また、子育て応援特別手当の申請一給付は、振込方式を中心に行われることを想定して  

いることから、必ずしも役所に直接出向く必要はなく、遠隔地からの申請・受給であって  

も、大きな不都合はないものと考えられます。   

一方、基準日より後の転出・転入により給付する団体を変更する場合には、基準日時点  

で作成した対象者リストを更新（又は変更を加える）ことが必要となりますが、その手間  

は大きく、結果として、漏れや二重記載が出るおそれがあります。また、転入先で給付を  

行う前提として、二重給付を避けるために、転出元でまだ給付を受けていないことを証明  

する書類（未受給証明書）の交付が必要となりますが、その交付に手間がかかることや、  

交付を受けた者が紛失した場合の確認や再発行の手続まで整理しなければならず、いずれ  

にせよ、事務量の増大が予想されるといった問題があります。  
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問7 子育て応援特別手当の支給対象となる場合については、住民基本台帳により把握で  

きない場合があり、個別の世帯に対し案内を行うことができない場合も想定される  

が、このような場合、どのように対処すべきですか。  

このような場合、申請期限後であっても給付を行うことが可能ですか。  

（答）   

子育て応援特別手当については、各世帯への個別の案内のほかに、市の広報、保育所一  

幼稚園を通じた周知等により、支給対象となる方から申請をしていただくことが原則とな  

ります。   

国としても、国民のみなさんに子育て応援特別手当を認知していただけるよう、広報に  

努めることとしております。   

なお、今般の子育て応援特別手当については、補助事業として行うものですので、一定  

の期間内において精算を行う必要があることから、申請期限後に支給を行うことは想定し  

ていません。  
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問8 住民基本台帳から抽出した結果に基づき、事前に対象となる世帯に案内をお送りし  

たが、当該案内が返戻されてきた場合、市町村として特段の対応をとる必要がありま  

すか。  
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（答）   

市町村として、特段の対応は不要ですが、子育て応援特別手当については、各世帯への  

個別の案内のほかに、市の広報、保育所・幼稚園を通じた周知等を行っていただくようお  

願いします。  

問9 申請書にあらかじめ住基デtタから抽出した情報を印字し、署名、押印、口座情報  

の記入のみをしていただく方法でもかまいませんか。  

（答）  

差し支えありません（個人情報の取り扱いには留意が必要です）。  
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問10 振り込み口座は普通又は当座に限られますか。  

（答）  

特段の制限を設けることは想定していません。  

問11支給対象者について児童手当の振り込み口座がある場合、原則として児童手当の  

振り込み口座に振り込むこととする取り扱いは可能ですか。  

（答）  

差し支えありません（個人情報の取り扱いには留意が必要です）。  

問12 定額給付金の方では、振り込み先口座を水道料金や税金の振替用に把握している  

口座とすることができるようですが、子育て応援特別手当も同様ですか。  

また、水道の振替用口座をあらかじめ印字した申請書を世帯主に送付し、その口  

座のまま支給するか、別の口座に振り込むかを選択していただくような様式の申請  

書としても問題ありませんか。  

（答）  

差し支えありません（個人情報の取り扱いには留意が必要です）。  

問13 郵便局への振り込みには対応する必要がありますか。  

（答）   

対応していただく必要があります。   

詳細については、「子育て応援特別手当事業（金融機関関係）の留意点について（事務連  

絡）」（平成21年1月27日）をご参照ください。  

問14 一つの申請で複数の振り込み口座（親の口座、子の口座への分割支給など）を指  

定することは可能ですか。  

（答）   

子育て応援特別手当は一時金として支給されるものであり、また、実務上の混乱を避け  

るため、複数の振り込み口座の指定を認めることは想定しておりません。  

問15 定嶺小為替による支給を行ってもよいですか。  

（答）  

想定しておりません。  

問16 支給開始日を県内で続－する必要はありますか。  

（答）  

統一することも可能です。  
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問17 申請期間中の申請に対する払込完了の時期も市町村において決定してよいです  

か。  
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（答）   

払込完了の時期につき各市町村において決定することは差し支えありませんが、交付金  

の精算時期に間に合わせる必要があることには留意が必要です。  

問18 虚偽申請であったことが後に判明した場合は、返還を求めることとなりますか。  

（答）  

ご指摘のとおりです。   
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【支給台帳の管理】  

問1 第1子が学校の寄宿舎に入舎している場合など住民基本台帳から把握できないも   

のの、子育て応援特別手当の支給対象となる場合には、申請があった段階で支給台帳に   

追記するということで構いませんか。  

（答）  

ご指摘のような事務処理で差し支えありません。  

問2 支給台帳等について、他の行政の実施を行うために子育て応援特別手当担当者以外  

の者が閲覧することは可能ですか。  

（答）   

子育て応援特別手当に係る支給台帳等を本人の同意なく、他の行政を実施するために活  

用することは個人情報保護の観点から困難です。  
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【その他】  
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問1 支給決定通知・支払い通知等を省略したいが、差し支えありませんか。  

（答）  

差し支えありません。  

問2 税務申告指導等を行う必要がありますか。  

（答）   

子育て応援特別手当に係る事務の一環として、税務申告指導まで行っていただくことは  

想定していません。   

問い合わせ等あれば適切にアドバイスをお願いします。  
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問3 子育て応援特別手当は、児童手当の所得判定においてどのような取扱いとなります  

か。  

（答）   

子育て応援特別手当は、一時所得として課税されることから、通常の所得として算定す  

ることとなります。  

問4 保育料滞納者等にも子育て応援特別手当は支給されますか。  

（答）  

支給されます。  
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問5 子育て応援特別手当について、税金、保育料等の未納分への充当、差し押さえを行  

うことは可能ですか。  

（答）   

子育て応援特別手当は、現下の厳しい経済情勢において、多子世帯の幼児教育期の子育  

ての負担に対する配慮として支給するものであるため、子育てに係る費用に充てられるこ  

とを想定しています。   

ご指摘の点について、法的な制限はありませんが、本手当の趣旨を踏まえ、慎重な対応  

をとっていただく必要があるものと考えています。  
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問6 支給額を一般的に口座振込とした場合でも、保育料等を滞納している場合は、現金   

（窓口）支給とし、納入を呼びかけることができますか。  

（答）   

子育て応援特別手当は、現下の厳しい経済情勢において、多子世帯の幼児教育期の子育  

ての負担に対する配慮として支給するものであるため、子育てに係る費用に充てられるこ  

とを想定しています。   

ご指摘の点について、法的な制限はありませんが、本手当の趣旨を踏まえ、慎重な対応  

をとっていただく必要があるものと考えています。  

－30－  



問7 区分経理の適当な方法とはどのような対応が想定されていますか。  

（答）   

目内の事業別による区分を想定しています。   

また、特別手当額分を計上する節は、第19節「負担金、補助及び交付金」が適当である  

と考えています。  

問8 定額給付金支給事務と経費が区分されていれば、執行する予算科目に限定はないで  

すか。  

（答）  

ありません。  

間9 定鋲給付金と一体的に事務を行うことにより、事務費の区分が不明確になることが  

考えられますが、その場合の取扱いはどうなりますか。  

（答）   

定嶺給付金の支給に係る事務費（システム改修貴を除く。）と一体的に処理する場合には、  

各々の支給件数により按分するなどして算出した経費を計上することを想定しております。  

問10 年度を越えて支給する場合には、繰越明許の必要がありますが、その理由を教え  

てください。  

（答）   

国の予算においては、請求の遅延その他のやむを得ない事由により、年度内に支出を完  

了することが期し難い場合もあるためという理由となります。  

l                     」  

問11いわゆる施越については認められるのか。  

（答）   

子育て応援特別手当の給付に要する事務経費については、子育て応援特別手当事務取扱  

交付金の交付決定前に執行した経費であっても、「生活対策」（平成20年10月30日新た  

な経済対策に関する政府・与党会議、経済対策閣僚会議合同会議決定）を受けて開始され  

た子育て応援特別手当の事務に係るものであれば、子育て応援特別手当事務取扱交付金の  

対象としております。  

［ 

12 ①子育て応援特別手当の申請を辞退した者や②所得が一定額以上の方には支給し   

ないとする市町村において支給されなかった者がいる場合、当該支給されなかった   

給付額の分は、市町村が自由に他の用途に使うことができるか。  

（答）   

子育て応援特別手当に係る交付金は、市町村が実際に住民に給付した額に対して交付さ  

れるものです。そのため、住民が辞退したりした結果給付されなかった部分については、  

市町村に対して交付されず（概算交付していた場合は精算）、したがって、市町村が他の用  

途に使うことはできません。このように、補助金をその目的以外のものに充てることがで  

きないことは、他の補助金と同様です。  
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問13 金融機関への振込手数料は事務費の対象となるのか。また、全国統一の振込手数  

料を設定する予定はあるか。  

（答）   

金融機関への振込手数料は、事務費の対象項目です。   

なお、厚生労働省から全国統一の単価を示すことは、自由競争を制限することにもつな  

がりかねず独占禁止法に抵触するおそれがあるものと解されるため、全国一律の振込手数  

料を設定する予定はありません。  

問14 各市町村の住民基本台帳に係るシステム等の改修プログラムについて、国で一括  

して作成をし、配布する方式はとれないか。  ▲
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（答）   

各市町村の住民基本台帳に係るシステム等については、全国レベルで見れば多種多様な  

業者のシステムがあり、また開発経緯等も様々ですので、国で改修プログラムを作成し配  

布を行うのは現実的には困難です。   

しかしながら、一方で子育て応援特別手当は全国で一斉に支給されることから、改修プ  

ログラムの開発がスムーズに行えるよう、関連業者に集まっていただき子育て応援特別手  

当の仕組みの概要について厚生労働省から説明を行ったところです。   

今後も必要に応じ関連業者に情報提供を行ってまいります。  
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問15 本事業について民間事業者への委託は可能ですか。また、その範囲はどの程度で  

すか。委託料は全額国負担となりますか。  

（答）   

民間への委託について制約はありませんが、子育て応援特別手当の支給が贈与であるこ  

とから、その成立のため、申請の受付については市区町村で行う必要があります。   

委託費については、交付要綱の範囲により補助することは可能です。  
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子育て応援特別手当 関係資料  

H21．2．27  資料2－3  

平成21年2月3日現在  

子育て応援特別手当Q＆A（VER．3）  

目  次  

【予算関連】  

問1子育て応援特別手当事務取扱交付金の基本的な考え方如何。  

問2 地方公共団体職員の人件費は補助対象となるのか。  

問3 子育て応援特別手当担当課を設置し、他の部局から職員を異動させて専任職員とし  

て配置した場合でも本給は対象とならないのか。  

問4 任期付任用職員の給与は補助対象となるのか。  

間5 雇用対策として多数の臨時職員を雇用することは可能か。  

問6 子育て応援特別手当に係る事務委託において、当該委託料に含まれる人件費見合い  

の額について補助対象となるのか。  

問7 支給の方法は、口座への振込が原則であるが、例外的に生じる隔地払い等における  

支給方法として、小切手、郵便為替払出証書の方法が考えられるが、その際に生じる  

手数料は補助の対象となるのか。  

問8 申請書の印刷や封入封絨等に係る外部委託経費は、補助対象となるのか。  

問9 備品購入費は補助対象となるのか。  

問10 市町村における子育て応援特別手当関係の補正予算を審議するための臨時議会に  

要する経費は、子育て応援特別手当事務取扱交付金の対象となるか。  

間11申請書を申請・受給者に郵便で送付する際に、簡易書留で行うことは可能か。  

問12 市町村分の子育て応援特別手当事務取扱交付金の交付決定までの手続如何。  

問13 子育て応援特別手当事務取扱交付金について概算払できるのか。  

問14 事業終了が平成21年度となることから会計手続きとして繰越明許をとることにな  

るのか。  

問15 都道府県の事務費は繰越が可能か（人件費は繰越できないのではないか）。  
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【予算関連】  
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問1 子育て応援特別手当事務取扱交付金の基本的な考え方如何。  

（答）   

子育て応援特別手当の実施に係る事務費については、必要な経費は全額国費で措置する  

ことを原則とし、交付要綱において必要と考えられる一般的な経費を定めたところです。   

ただし、住民基本台帳システム等の改修経費については、定額給付金事務費補助金に一  

括計上されておりますので、定額給付金事務貴補助金交付要綱に基づき、対象経費を支弁  

していただくようお願いします。  
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問2 地方公共団休職員の人件費は補助対象となるのか。  

（答）   

人件貴についても、子育て応援特別手当の実施により必要となる時間外勤務手当につい  

ては、国庫補助の対象となります。   

また、臨時職員の賃金についても、対象となります。   

ただし、一般職員の本給については、本事業の実施により追加で必要となるものではな  

いことから、国庫補助の対象とはなりません。  

問3 子育て応援特別手当担当課を設置し、他の部局から職員を異動させて専任職員とし  

て配置した場合でも本給は対象とならないのか。  

（答）   

このような場合であっても、本給については、追加で必要となるものではないことから、  

国庫補助の対象となりません。   

しかし、専任職員の異動元の課等において、実員滅亡より増加した超過勤務手当につい  

ては、関連性の説明ができる範囲を子育て応援特別手当事務取扱交付金の対象として差し  

支えありません。  

問4 任期付任用職員の給与は補助対象となるのか。  

（答）   

子育て応援特別手当事務に従事するために任用した任期付職員及び定年退職者等の再任  

用職員であれば、国庫補助の対象となり得ます。  

問5 雇用対策として多数の臨時職員を雇用することは可能か。  

（答）   

臨時職員の雇用に伴う賃金については、子育て応援特別手当の事務に係るものであれば  

国庫補助対象となります。   

ただし、本事業に限ったことではありませんが、臨時職員を子育て応援特別手当以外の  

業務に従事させている場合には、国庫補助対象外となる場合があるのでご留意ください。  

（補助金をその他の目的に使用することは「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する  

法律第11条第1項」により認められていません。）  
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問6 子育て応援特別手当に係る事務委託において、当該委託料に含まれる人件費見合い  

の客引こついて補助対象となるのか。  

（答）  

国庫補助の対象として差し支えありません。  

問7 支給の方法は、口座への振込が原則であるが、例外的に生じる隔地払い等における  

支給方法として、小切手、郵便為替払出証書の方法が考えられるが、その際に生じる  

手数料は補助の対象となるのか。  

（答）  

国庫補助の対象として差し支えありません。  

なお、金融機関における処理の問題があるため、金融機関側と予め十分にご協議下さい。  

問8 申請書の印刷や封入封絨等に係る外部委託経費は、補助対象となるのか。  

国庫補助の対象として差し支えありません。  

問9 備品購入費は補助対象となるのか。  

（答）   

国庫補助の対象外です。子育て応援特別手当事業は事業期間が短いため、必要な備品に  

ついては、購入するのではなく、リース等でご対応ください。  

問10 市町村における子育て応援特別手当関係の補正予算を審議するための臨時議会に  

要する経費は、子育て応援特別手当事務取扱交付金の対象となるか。  

（答）  

子育て応援特別手当の支給との関連性が合理的に説明できる範囲で対象となります。  

問11申請書を申請・受給者に郵便で送付する際に、簡易書留で行うことは可能か。  

（答）   

可能です。なお、申請書については、それ自体は有価証券性がないものであり、当該申  

請書に本人確認書類の写しを添付して、市町村に申請することにより初めて支給決定に結  

びつくものであるため、その送付に関しては、必ずしも記録扱いで発送する必要はなく、  

市町村で一般的に住民あてに送付している、例えば選挙における投票所入場券などの郵便  

物を参考に、予算の効率化を十分にご検討の上、判断をいただくようお願いします。  
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問12 市町村分の子育て応援特別手当事務取扱交付金の交付決定までの手続如何。  

（答）   

市町村分の子育て応援特別手当事務取扱交付金については、多くの市町村において明許  

繰越を行うことが想定されており、おおむね次のとおりの手続きとなります。  

① 市町村から厚生労働省への交付申請書の提出（都道府県経由）   

※ 現在、調整中ですが、補助金適正化法に基づき事務の委任を受けない都道府県下の  

市町村においては、厚生労働省に対し、直接申請を行うこととなります。  

② 厚生労働省において交付決定（厚生労働省から都道府県への支出負担行為計画示達。   

厚生労働省において支出負担行為）   

なお、上記の他、都道府県においては、市町村からの交付申請に基づき、財務省財務局  

へ翌年度にわたる債務負担の承認手続きを行うこととなります。（詳細については後日通知  

する予定）。  
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問13 子育て応援特別手当事務取扱交付金について概算払できるのか。  

（答）   

交付決定績の範囲内において、市町村が平成20年度内に支払義務が発生すると見込まれ  

る申請額に基づき、概算払する予定です。  
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問14 事業終了が平成21年度となることから会計手続きとして繰越明許をとることにな  

るのか。  

（答）   

ご指摘のとおりです。そのため、市町村においては平成20年度において繰越明許費を設  

定する必要があります。  

問15 都道府県の事務責は繰越が可能か（人件責は繰越できないのではないか）  

（答）  

可能です（繰越することができる経費について、特に限定されたものはありません）。  
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子育て応援特別手当 関係資料  

H21．2．27  資料2－4  

平成21年2月20日現在  

子育て応援特別手当Q＆A（VER．4）  

目  次  

問1 外国人登録の場合、被扶養者t扶養人数をどのように把握すればよいですか。  

問2 外国人については、児童及び支給対象者の在留資格及び在留期限の確認を行うので  

すか。また、確認を行う際の添付書類は何ですか。  

問3 外国人の親と日本国籍の子がいる場合、住民基本台帳上は子が世帯主となりますが、  

支給対象者は子になりますか。  

問4 外国籍の父と日本国籍の母子といった世帯は、父と母子で世帯が別れている可能性  

がありますが、その場合は父母どちらに支給するのですか。  

問5 同一性所だが、父親と母親がそれぞれ世帯主で、それぞれ支給要件を満たす場合は、  

両者が手当を受け取れますか。   

（例）（手世帯主＝日本人父、日本国籍の子2人 ②世帯主＝外国人母、外国籍の子2人  

間6 児童が世帯主ということもありうるが、この場合の申請者は児童でよいですか。   

（例）父：日本国籍、母：外国籍、児童二人：日本国籍で、父母が離婚し、母が児童を  

引き取った場合  
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問1 外国人登録の場合、被扶養者・扶養人数をどのように把握すればよいですか。  

（答）   

外国人に対する子育て応援特別手当の支給に係る原則は以下のとおりです。  

① 外国人が含まれる世帯であっても、住民基本台帳に基づく情報のみに基づいて支給要   

件の判断が可能である場合は、当該情報に基づき支給する。  

② 世帯に住民基本台帳上の世帯主がいる場合には、当該世帯主に対して支給する。  

③ 住民基本台帳に基づく情報のみに基づいて支給要件の判断が困難な場合は、外国人登   

録証明書の世帯主の表記により同一世帯主に属していることが確認でき、当該情報に基   

づく世帯において支給要件を満たしている場合は支給する。  

④ 外国人登録証明書の世帯主の標記により同一世帯主に属していることが確認できない   

場合であっても、医療保険等の同一の被保険者の被扶養者となっている場合は、同一の   

世帯とみなし、当該情報に基づく世帯において支給要件を満たしている場合は支給する。  
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問2 外国人については、児童及び支給対象者の在留資格及び在留期限の確認を行うので  

すか。また、確認を行う際の添付書類は何ですか。  

（答）   

外国人については、世帯主、第1子及び第2子以降の子全ての外国人登録証明書の写し  

を添付して申請していただくこととしております。  
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問3 外国人の親と日本国籍の子がいる場合、住民基本台帳上は子が世帯主となります  

が、支給対象者は子になりますか。  

（答）   

ご指摘のような場合は、住民基本台帳上の世帯主である子が支給対象者となりますが、  

外国人登録原票において同一世帯であることが確認できる場合、医療保険被保険者証で扶  

養関係を確認すること等により、外国人の親が代理申請できる方向で検討しています。  

問4 外国籍の父と日本国籍の母子といった世帯は、父と母子で世帯が別れている可能性  

がありますが、その場合は父母どちらに支給するのですか。  

（答）  

住民基本台帳により把握が可能である日本人の母に支給することとなります。  

問5 同一住所だが、父親と母親がそれぞれ世帯主で、それぞれ支給要件を満たす場合は、   

両者が手当を受け取れますか。   

（例）①世帯主＝日本人父、日本国籍の子2人 ②世帯主＝外国人母、外国籍の子2人  

（答）  

ご指摘のとおりです。  
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問6 児童が世帯主ということもありうるが、この場合の申請者は児童でよいですか。   

（例）父：日本国籍、母：外国籍、児童二人：日本国籍で、父母が離婚し、母が児童を  

引き取った場合  

（答）   

ご指摘のような場合は、住民基本台帳上の世帯主である子が支給対象者となりますが、  

外国人登録原票において同一世帯であることが確認できる場合、医療保険被保険者証で扶  

養関係を確認すること等により、外国人の親が代理申請できる方向で検討しています。  
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【参考】  外国人に係る支給について   

【外国人への支給に係る原則】  

①外国人が含まれる世帯であっても、住民基本台帳に基づく情報のみに基づいて支給要件の判断  
が可能である場合は、当該情報に基づき支給する。  

②世帯に住民基本台帳上の世帯主がいる場合には、当該世帯主に対して支給する。  

③住民基本台帳に基づく情報のみに基づいて支給要件の判断が困難な場合は、外国人登録証明  
書の世帯主の表記により同一世帯主に属していることが確認でき、当該情報に基づく世帯において  

支給要件を満たしている場合は、子育て応援特別手当を支給する。  
④外国人登録証明書の世帯主の標記により同一世帯主に属していることが確認できない場合で  

あっても、医療保険等の同一の被保険者の披扶養者となっている場合は、同一の世帯とみなし、当  
該情報に基づく世帯において支給要件を満たしている場合は、子育て応援特別手当を支給する。   
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（む日本人の親が、医療保   

険被保険者証の写し等   
を添付し、同一の者に扶   

養されていること、及び   

子の外登証を添付して、   

申請。  
②日親と外2子が同一の   

世帯であることは、住基   

情報と外登証の住所で   
確認  

①日本人の親が、医療保   

険被保険者証の写し等   

を添付し、同一の者に扶   

養されていること、及び   

子の外登証を添付して、   

申請。  
（∋日親と日2子が同一の   

世帯であることを住基で   
確認  

住真の  

世帯主  
■一＝＝●ヽ  
●  ●  

● ■  
ヽ－‖‖‥．ノ  

対象年齢児童  （D外親、外1の外登証を   

添付させるとともに、医   

療保険被保険者証の写   

し等を添付し、同一の者   

に扶養されていることを  
証明のうえ、申請。  

②外親と日2子が同一の   

世帯であることは、住基  

情報と外登証の住所で   
確認  

（D外親の外登証を添付さ   

せるとともに、医療保険   

被保険者証の写し等を   
添付し、同一の者に扶   

養されていることを証明   

のうえ、申請。  
②外親と日2子が同一の   

世帯であることは、住基   

情報と外登証の住所で   
確認  

①外1、外2の外登証を添   

付させるとともに、医療保  
険被保険者証の写し等を   
添付し、同一の者に扶養   
されていることを証明のう   
え、申請。  
（∋日親と外2子が同一の世   

帯であることは、住基情   
報と外登証の住所で確認  

〃芦和  

も♂が支給対象者  

※代理申請を認める  

方向で検討中  
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子育て応援特別手当の支給に係る基本的考え方  子育て応援特別手当 関係責料  
H212．27  資料3  

【子育て応援特別手当の支給に係る原則】  

① 住民基本台帳の同一世帯に属する支給対象となる子につき、世帯主に支給する。  
② 第2子以降の子が属する世帯の世帯主に対して支給する。  
③ 第1子と第2子以降の子が別居している場合については、これらの子が－の者の扶養に入って   

いる場合には、第2子以降の子と第1子が同居しているものとみなし、当該第2子以降の子が属   

する世帯の世帯主ごとに子育て応援特別手当を支給する。  

1．子と親が別居しているケース  

世帯βの世帯主  

に支給   



2．単身赴任ケース  
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－
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子育て応援特別手当 関係袈料  
H21．2．27  資料4  

子育て応援特別手当 申請書  
【イメージ修正版】  

市区町村受付印  

市区町村長 殿   

世帯主  

1同居するこども（イに該当するこどもについて年齢の高い順にお書きください。）  

氏   名  続柄  生 年 月 日  扶養する者の氏名  扶養する者 との続柄   

1人目  平成  

2人目  平成   

3人目  平成   
同  

こどもが1人目となる場  
二扶養されるこどもの中  
降に該当するときはお書  

4人目  平成   の場合は、扶養されて  
する書類（医療保険被保  

5人目  平成   扶養控除申告書など）  
してください。  

占人目  平成   

別居するこども（イに該当するこどもについてお書きくだ   

氏  名   生 年 月 日  扶養する者の氏名  扶養する者 との続柄   住  所  

平成  

く平成2年4月2日から平成17年4  口 生年月日が平成14年4月2日から平成17年4月1  

①子育て応援特別手当の受領等に関して、受給資格の有無及び所得状況等について公簿で確認することに同   
意します。  
②公簿等で確認ができない場合は、関係書類の提出を行います。  
③当該申請に係る世帯主の所得が○市区町村子育て応援特別手当支給事業実施要綱第○条に定める所得を   
超えていたことが判明した場合には子育て応援特別手当の返還に応じます。   

上記の事項に同意の上、子育て応接特別手当を申請します。  

平成  年   月  日  

申請者氏名  

＊記名押印に代えて署名することができます。  

（ふりがな）  

氏  名   生 年 月 日  性別   住  所  

明治  
大正  
昭和  男・女   
平成  電言責  

（  ）   

上記の者を世帯主の代理人と認め、子育て応援特別手当の申請を委任します。  

平成  年  月  日  

世帯主氏名  

■記名押印に代えて署名することができます。  
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Ⅱ．広報関係  
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Q4．申請期限を過ぎてしまったらどうな  

るの？  Ql．どうして第2子以降の3′）5歳の子  
が対象なの？  

A4．子育て応援特別手当は申請により支  

給されます。申請期限は受付開始日か  
ら6ケ月となっていますので、忘れず  

に申請をしてください。もし、史話鮎  
限までに申請がなかった場合は、辞退  

とみなされることとなります。  

Al．墨子世帯の負担軽減に配慮しn   
又は幼稚園に子ど五ガ共   

通良三適う垂齢が小学校就学儲退室盟  

であること、2歳までの子ども には、  
別途、潮児加   

算が行われている∈＿と査どを総合的に  

考慮したものです。  
なお、今回の対象とならない子ども  
であっても、児童手当や定害頁給付金の  

対象となりえます。  

子育て応援特別手当を受けるためには、  
申請が必要です！   

Q5．子育て応援特別手当はこれから毎年  

支給されるの？  

A6．子育て応援特別手当は、「生活対策」  

に基づくものであり、定額給付金と同じ  

ように、空成20年度限りの措置です。  Q2．わが家はおじいらやんと一緒に住ん  

でいて、世帯主はおじいらやんです。  

この場合の支給先は親のわたしになる  

のでしょう力＼？  Q6．子育て応援特別手当を受け取ると、  

定額給付金は受け取れなくなるの？  

A2．子育て応援特別手当は、子の犯歪   
踊墓室。  

この場合ですと、世帯主のおじいらや  

んが支給先となります。  

A6．子育て応援特別手当と定額給付金は、  
どららも政府の「生活対策」に盛り込  

まれたものです。宣jユぞれ趣旨・目白勺が   

異なります但三」脚れます。  

Q3．子育て応援特別手当は課税対象にな  

るの？  
その他こ不明な点は  
お住まいの市町村にお問い合せ＜ださい。  

A3．子育て応援特別手当の所得税・個人  

住民税上の取り扱いは一時所得とされ   

ます。これには50万円の特別控除額が   
あるため、他に一時砥得がない場合に   

広、課税竃出ませ ん。  
厚生労働省HPにも関係する情報を掲載しています。  

http：／／WWW・mhlw．go．jp／kinky叫uyou／kosodate／indexhtml  



朋  

対象となる子ども1人あたり3万6千  
円を、同居している世帯主に支給します   
手当の支給は、1回払いとなります。  

甜ど往き手鑑■古  

平成20年度において小学校就学前3年  

間に該当する子ども（具体的には、生年  

月日が平成14年4月2日から平成17年4  
月1日までの子ども）であって、第2子以  

降の子どもが対象となります。  

※第2子の判定は、18歳以下のチビも（具体白須二は  
生年月日が平成2年4月2日以後の子ビも）の中  
から年齢順に第1子、第2子と数えてい〈二とと  
なります。   

X対象となる子どもと第1子が別居しているときは、  
同じ人に扶養されていることを確認しますので、  
申請の際に医療保険の被保険者証の写Lも、どが  
必要となります。  

て応接特別手当  

屋＿＿＿男  

子育て応援特別手当は、平成20年10  
月30日に決定された「生活対策」の一環  

です。   

多子世帯の幼児教育期の負担に配慮す  
る観点から、平成20年度限りの措置とし  
て、幼児教育期の第2子以降の子ども1人  

あたり3万6千円を支給します。  

鯛空  

手当の受給には、対象となる子どもと  

同居している世帯主が、住所地の市町村  

に対して申請を行っていただくことが必  

要です。   

手当の受け取りは、原則として、口座  

振込みとなります。  

手当の申請受付の開始は、各市町村に  

より異なりますので、お住まいの市町村  

にお問い合せください。   

申請期限は受付開始から6ケ月となっ  

ています。対象となる万は、忘れずに申  

請をして下さい。  

※申請の際には、ご本人の確認をさせていただきま  
すので、運転免許証、住暴力ード、パスポート、  
タト国人登録証明書などをお持ちください。   
※娠込ん口座の氏名と番号を確認するため、申請書  
には通帳の写しを添付してください。   
※ゆうち上級行を漁込先とする場合には、通帳の  
言己号・番号を記入することになります。   

子育て応援特別手当（Aさん、Bさんの場合）  

Aさんへの子育て  
応援特別手当  

3．6万円×2人＝  

72万円  

手当の対象となる子ども  

Bさんへの子育て  
応援特別手当  

3．6万円×1人＝  

3£亙巴  

手当の対象となる子ども  

，  

壷トや∵サ ー  －－－－＋・■ ∵＝薫こ－二”誓ヒ ーー、㌣  ～ ヨヒ：：∵〉1てモご こT－  7t．，   

＿  

二Jこ・∵㌧－．雪⊥：－Yr－ わ「一  ー⊥，ぎ亡こ ▲ ▼一一‾、1＿       F  一 －ニき⊂ニー▲＿・でこい－♪  ∵？ 一  



子育て応援特別手当を受けるためには、  
申請が必要です！   

1同居するこども（イに譲当するこどもについて年齢の高い順にお書きください。）  

氏 名 岳続柄   生 年 月 日  扶養する者の氏名  書臭暮する著 とのは柄   

1人目   平成  

コ人目  平成   甘 

3人目  

甘  
撼当するこどもが1人目となる1l  

，同じ方には景されるこどもの中  

萌2子以時には当するときはお暮  

4人目  
ごさい．モの鳩舎は、扶暮されてい  

とをE正する書類（医憬保険椎保険  

平成  または扶養控除申告暮など）の  付してください○  
n  平成   

別居するこども（イに該当するこどもについてお暮きくださ   

氏  名  生 年 月 日  扶養する看の氏名  扶tする看 との絨柄   住  所  

平成  

①子育て応援特別手当の受領q引こ関して、受給責縮の有九及び所得状況等lこついて公簿で確認することに同意   
します。  
②公簿等で確認ができないヰ合は、関係書類の提出を行います。  
③当該申請に係る世帯主の所得が○市区町村子育て応援特別手当支給事業実施要■第○粂に定める所得を   
超えていたことが判明した場合には子育て応捷特別手当の返還に応じます。   

上記の事項に同意の上、子育て応援特別手当を申請し手す。  

平成   年   月   日  こ不明な点は  
お住まいの市町村に  
お問い合せください。  

申請者氏名  
●妃毛押印に代えて書名することができます  

（ふりがな）  

氏 名   生 年 月 日  性別   住  所  
代  
埋  
人  大正 昭和  

平成   電話   （  ）   厚生労働省HPにも関係する情報  

を掲載しています。  

http：／／ww．mhlw．go．jp／kinkyu／juyou／  
kosodateハndex．html  

上記の者を世帯主の代理人と認め、子育て応援特別手当の申請を委任します。  

平成   年   月   日  

世帯主氏名  



平成20年度において小学校就学前3年  

間に該当する子ども（具体的には、生年  
月日が平成14年4月2日から平成17年4  

月1日までの子ども）であって、第2子以  

降の子どもが対象となります。  

※第2子の判定は、柑歳以下の子ども（具体的＝二は  

生年月日が平成2年4月2日以後の子ども）の中  

から年齢順に第1子、第2子と数えていくことと  

なtリ 

※対象となる子どもと第1子が別居していろときは、  

同じ人に扶養されていることを確認Lますので、  

申請の際に医療保険の被保険者証の写しな・どが  

必要となります。  

手紺  

対象となる子ども1人あたり3万6干  
円を、同居している世帯主に支給します。   

手当の支給は、1回払いとなります。  

て応接特別手当  

屋⊥多  

子育て応援特別手当は、平成20年10  
月30日に決定された「生活対策」の一環  

です。   
多子世帯の幼児教育期の負担に配慮す  

る観点から、平成20年度限りの措置とし  
て、幼児教育期の第2子以降の子ども1人  

あたり3万6干円を支給します。  

肋舵  

手当の受給には、対象となる子どもと  

同居している世帯主が、住所地の市町村  
に対して申請を行っていただくことが必  

要です。   

手当の受け取りは、原則として、口座  

振込みとなります。  

手当の申請受付の開始は、各市町村に  

より異なりますので、お住まいの市町村  
にお問い合せください。   

申請期限は受付開始から6ケ月となっ  
ています。対象となる方は、忘れずに申  

請をして下さい。  

※申請の際には、ご本人の確認をさせていた／ごきま  

すので、運転免許証、住基カード、パスポート、  

外国人登録証明書な－どをお持ちください。   

※苑込ん口座の氏名と番号を確認するため、申請書  

には通帳の写しを添付してください。   

※ゆうち⊥銀行を根込先とする場合には、通帳の  

紀子・番号を記入することになります。  

子育て応援特別手当（Aさん、Bさんの場合）  

Aさんへの子育て  
応援特別手当  

3．6万円×2人＝  

ヱ£巨巴  

手当の対豪となる子とも  

Bさんへの子育て  
応援特別手当  

3．6万円×1人＝  

3▲昆亘巴  

手当の対象となる子ども  

k ㌧－－∴Th ヰー1J・．・「F   ーー声ま ゴ．へ← T一ノート  
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子育て応援特別手当 関係資料  
H21．2．27  資料5】2  

応援特別二  

多子世帯の助隻脚の子育ての貞幻軌夢す石鮎カlら、  

ガ穿と屠る世帯1二子育磯を支給しま＝す  

平成20年度の二緊急慮夢ぞす  

館主畑巧碓〝  

脚香子ど多“虎辟／J万古チ弼ー者  
憂潜ん≠す  

申房の劇柑．⊂）眉⊂）助多△月△βgぞぞす  

ゐ齢紘 00j賢屠00諾まで  
や厚生労働省・都道府県・市町村  

一51－   



子育て応援特別手当 関係資料  
H21．2．27  資料5－3  

子育て応援特別手当の当面の政府広報について（予定）  

Ⅰ テレビ   

O「キク！みる！」（5分程度）  

3月13日（金）  22時52分  フジテレビ   

3月19日一木）  21時54分  関西テレビ   

O「ご存じですか～くらしナビ最前線～」（5分程度）  

3月20日（金）  11時25分  札幌テレビ 青森放送 テレビ岩手 宮城テレビ 秋田放送 山形放送  
福島中央テレビ 日本テレビ テレビ新潟 北日本放送 テレビ金沢  
山梨放送 テレビ信州 中京テレビ 静岡第一テレビ 読売テレビ  
日本海テレビ 西日本放送 広島テレビ 山口放送 四国放送 南海放送  
高知放送 福岡放送 長崎国際テレビ 熊本県民テレビ テレビ大分  
鹿児島読売テレビ 沖縄テレビ  

11時40分  福井放送 テレビ宮崎  

Ⅱ ラジオ（定額給付金と併せて実施）   

O「中山秀征のBequ†iful」（コP（コn」（30分程度）  

3月14日（土）  

8時30分  FM岩手 FM静  S－FM神戸  

9時00分  FM新潟 FM福井  

9時30分  FM山形 FM福島 F  M東京 FM栃木 FM群馬 FM富山 FM石川  
FM長野 岐阜FM放送  美 FM愛知 FM三重 FM滋賀 FM大阪 FM山陰  
FM岡山 広島FM放送  FM山口 FM香川 FM高知 FM福岡 FM長崎  
FM熊本 FM大分 F  M鹿児島 FM沖縄  

12時00分  FM宮崎   

3月15日（日】   8時00分  FM青森  

朗毒30分  FM仙台  

O「栗村智のHAPPY！ニッポン！」（30分程度）  

3月21日（土）   7時00分  ニッポン放送   

3月22日（日）   占時30分  李月日放送  

7時30分  東北放送  

即事00分  STVラジオ放送 新潟放送 中国放送 ラジオ沖縄  

8時30分  西日本放送  

別事30分  九州朝日放送  

ー52－   



Ⅲ．その他  

－53－   
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子育て応援特別手当 関係資料  
H21．2．27  資料6  

子育て応援特別手当に係る資金の流れ〈イメージ〉  

（2  
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子育て応援特別手当 関係資料  
H21．2．27  資料7－1  

㊧  厚生労働省発雇児第0128002号  

平成 21年1月 2 8 日  

都道府県知事  

各 指定都市市長 殿  

中核市市長  

1
－
 

㌔
声
 
 

厚生労働事務次官  

平成20年度子育て応援特別手当交付金の交付について   

し
・
【
ノ
一
丁
・
 

ヰ
 
 

標記の交付金の交付については、別紙「平成20年度子育て応援特別手当交付金交付要  

綱」により行うこととされたので通知する。   

なお、本要綱の施行日については、別途通知する。   

また、都道府県知事におかれては、貴管内市町村（特別区を含む。）に対する周知につ  

き、配慮願いたい。  

・
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別 紙  

平成20年度子育て応援特別手当交付金交付要綱   

（通 則）  

1 子育て応援特別手当交付金（以下「交付金」という。）については、予算の範囲内に   

おいて交付するものとし、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30  

年法律第179号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和  

（平成12年賃忘芸令第   3（〕年政令第255号）及び厚生労働省所管補助金等交付規則  

6号）の規定によるほか、この交付要綱の定めるところによる。  

（交付の目的）  

2 この交付金は、市町村（特別区を含む。以下同じ。）を実施主体として、幼児教育期   

（小学校就学前3年間）の第2子以降の子に対し、子育て応援特別手当を支給すること   

により、子育て家庭に対する生活安心の確保を図ることを目的とする。   

（交付の対象）  

3 この交付金は、平成21年1月28日雇児発第0128001号雇用均等・児童家庭   

局長通知「子育て応援特別手当の実施について」の別添「子育て応援特別手当交付金支   

給要領」（以下「支給要領」という。）に基づき、市町村が行う事業を交付の対象とす   

る。．   

（交付額の算定方法）  

4 この交付金の交付額は、支給要領の第1の2に定める支給対象となる子の人数に3万   

6千円を乗じて得た額とする。   

（交付金の概算払）  

5 厚生労働大臣は、必要があると認める場合においては、国の支払計画承認額の範囲内   

において概算払をすることができる。   

（交付の条件）  

6 この交付金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。  

（1）事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、厚生労働大臣の承認を  

受けなければならない。  

（2）事業を中止し、又は廃止する場合には、厚生労働大臣の承認を受けなければならな  

い。  

（3）事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合には、速  

－57－   



やかに厚生労働大臣に報告してその指示を受けなければならない。  

（4）交付金と事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした別紙様式1による調書を   

作成し、これを事業の完了の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その   

承認を受けた日）の属する年度の終了後5年間保管しておかなければならない′。  

（申請手続）  

7 この交付金の交付の申請は、次により行うものとする。  

（1）市町村長は、別紙様式2による交付申請書に関係書類を添えて都道府県知事が定め   

る日までに都道府県知事に提出して行うものとする。  

（2）都道府県知事は、（1）の申請書を受理したときは、これをとりまとめのうえ別紙様   

式3による交付申請書に関係書類を添えて別に定める日までに厚生労働大臣に提出し   

て行うものとする。  

（3）指定都市及び中核市の市長は、別紙様式2による交付申請書に関係書類を添えて別   

に定める目までに厚生労働大臣に提出して行うものとする。  

▲
J
ト
．
－
†
一
山
れ
1
 
 
 

（変更中諸手続）  

8 この交付金の交付決定後の事情の変更により申請の内容を変更して追加交付申請等   

を行う場合には、7に定める申請手続に従い行うものとする。  

（実績報告）  

9  この交付金の事業実績報告は、次により行うものとする。  

（1）市町村長は、事業が完了したときは、別紙様式4による事業実績報告書に関係書頬   

を添えて、都道府県知事が定める目（6の（2）により事業の中止又は廃止の承認を受   

けた場合には、当該承認通知を受理した日から起算して1か月を経過した目）までに   

都道府県知事に提出して行わなければならない。  

（2）都道府県知事は、（1）の申請書を受理したときは、これをとりまとめのうえ別紙様   

式5による事業実績報告書に関係書類を添えて別に定める目までに厚生労働大臣に提   

出して行わなければならない。  

（3）指定都市及び中核市の市長は、事業が完了したときは、別紙様式4による事業実績   

報告書に関係書類を添えて別に定める日までに厚生労働大臣に提出して行わなければ   

ならない。  

（交付金の返還）  

10 厚生労働大臣は、交付すべき交付金の額を確定した場合において、既にその額を超   

える交付金が交付されているときは、期限を定めて、その超える部分について国庫に   

返還することを命ずる。  
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（その他）  

11 特別の事情により4、7、8及び9に定める算定方法、手続きによることができな   

い場合には、あらかじめ厚生労働大臣の承認を受けてその定めるところによるものと  

する。  
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（別紙様式1）  

子 育 て 応 援 特 別 手 当 交 付 金 調 書   

平成  年度  
厚生労働省所管 ‾般会計  （自治体名） 

地方公共団体  

歳入  歳出   

備考  
歳出予算科目   交付  科目   予算額  決算額   科目・  予算額  うち交付  

決定額  金相当額   金相当額   

円  円   円  円   円   円   円  
（組織）厚生労働本省  

（項）地域子育て支援対策費  

（日）子育て応援特別手当交付金  

1「国」の「交付決定額」は、交付決定の額を記載すること。  
2 「地方公共団体」の「科目」は、歳入及び歳出については款、項、日をそれぞれ記載すること。  
3「予算額」は、歳入に当たっては当初予算額、補正予算額等の区分を、歳出に当たっては当初予算額、補正予算額、流用増減額等の区分を明らかにして記載する  
こと。  

4 「備考」は、参考となるべき事項を適宜記載すること。  

5 本交付金に係る歳出予算額の繰越が行われた場合において、翌年度に行われる当該交付金事業に係る交付金調書の作成は、本表に準じて記載すること。  

l   
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（別紙様式2）  

第  号  

平成  年  月  日  

厚生労働大臣 殿  

市町村長  

平成20年度子育て応援特別手当交付金の交付申請について  

標記について、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第  

17！）号）第5条の規定により、関係書類を添えて次のとおり申請する。  

1事業の目的  子育て応援特別手当の支給事業  

金＊＊＊＊＊＊＊＊円  2 交付申請額  

3 支給対象となる子の数  人  

4 歳出歳入予算書抄本  
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（別紙様式3）  

第  

平成  年  

号
 
日
 
 

月
 
 

厚生労働大臣・殿  

都道府県知事  

平成20年慶子育て応援特別手当交付金の交付申請について  

、
 
 
 
 
一
 
 

標記について、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第  

179号）第5条の規定により、関係書類を添えて次のとおり申請する。  

1事業の目的  子育て応援特別手当の支給事業  

2 交付申請額  金＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊円  

3 交付申請額内訳表（別表）  
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（別表）  

市町村名   支給対象   交付申請額  

となる子の数   （支給対象となる子の数  

×36，000円）  

人   円  

人   円  

人   円  

人   円  

人   円  

人   円  

人   円  

人   円  

人   円  

人   円  

人   円  

人   円  

人   円  

人   円   

（合 計）   人   円   
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（別系氏様式4）  

第  

平成  年  月  

号
 
日
 
 
 

厚生労働大臣 殿  

市町村長  

平成20年度子育て応援特別手当交付金の事業実績報告について  

ト
ー
‥
1
＋
．
■
 
 
 
・
サ
r
．
 
 

標記について、 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第  

179号）第14条の規定により、関係書類を添えて次のとおり報告する。  

1 事業の目的  子育て応援特別手当の支給事業  

2 確定を受けようとする額（要国庫補助額）  

金＊＊＊＊＊＊＊円  

3 支給対象となる子の数  人  

4 支給開始年月日  年  月  日  

5 事業完了年月日  年  月  日  
に 
∵
∴
∵
＝
▲
た
∵
 

．
▲
－
．
叩
▲
．
．
 
 

6 歳出歳入決算書（又は見込み書）抄本  

■
」
イ
一
．
」
ぺ
J
 
 

「   

ー64－  



（別紙様式5）  

第  号  

平成  年  月  日  

厚生労働大臣 殿  

都道府県知事  

平成20年度子育て応援特別手当交付金の事業実績報告について  

標記について、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第  

179号）第14条の規定により、関係書類を添えて次のとおり報告する。  

1 事業の目的  子育て応援特別手当の支給事業  

2 実績報告額内訳表（別表）  
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（別表）  

実  績  報  告  額  内  訳   表  

支給対象  要国庫補助額  

市町村名  となる子の数  受入額  差引過△不足額   

a  b   C  c－b   

人   円   円   円   円   年 月 日   年 月 日  

人   円   円   円   円   年 月 日   年 月 日  

人   円   円   円   円   年 月 日   年 月 日  

人   円   円   円   円   年 月 日   年 月 日  

人   円   円   円   円   年 月 日   年 月 日  

人   円   円   円   円   年 月 日   年 月 日  

人   円   円   円   円   年 月 日   年 月 日  

人   円   円   円   円   年 月 日   年 月 日  

人   円   円   円   円   年 月 日   年 月 日  

人   円   円   円   円   年 月 日   年 月 日  

人   円   。円   円   円   年 月 日   年 月 日   

（合 計）   人  円  

．J   ‘、■ モー・‾、－ ‾ 二・－  1－・－＋一こここ∋r・ へ －ぎ ー ニ  ＿jもこ ＿、．ミー トへ  止⊥ ＿   



子育て応援特別手当 関係資料  
H21・2．27  資料7－2  

㊧  厚生労働省発雇児第0128003号  

平成 21年1月 2 8 日  

都道府県知事  

各 指定都市市長 殿  

中核市市長  

厚生労働事務次官  

平成20年度子育て応援特別手当事務取扱交付金の交付について   

標記の交付金の交付については、別紙「平成20年度子育て応援特別手当事務取扱交付  

金交付要綱」により行うこととされたので通知する。   

なお、本要綱の施行日については、別途通知する。   

また、．都道府県知事におかれては、貴管内市町村（特別区を含む。）に対する周知につ  

き、配慮願いたい。  
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別 紙   

平成20年度子育て応援特別手当事務取扱交付金交付要綱  

（通 則）  

1 子育て応援特別手当事務取扱交付金（以下「交付金」という。）については、予算の  

範囲内において交付するものとし、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律  

（昭和30年法律第179号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行  

令（昭和30年政令第255号）及び厚生労働省所管補助金等交付規則（平成12年  

′－  

令第6号）  
の規定によるほか、この交付要綱の定めるところによる。   

（交付の目的）  

2 この交付金は、子育て応援特別手当の支給に伴う都道府県及び市町村（特別区を含む。   

以下同じ。）の実施事務に必要な経費を交付することを目的とする。   

（交付の対象）  

3 この交付金は、平成21年1月28日雇児発第0128001号雇用均等・児童家庭   

局長通知「子育て応援特別手当の実施について」の別添「子育て応援特別手当交付金支   

給要領」（以下「支給要領」という。）に基づき市町村が行う子育て応援特別手当の支   

給に伴う実施事務及び都道府県が行う連絡調整に必要な経費を交付の対象とする。   

（交付額の算定方法）  

4 この補助金の交付額は、次により算出するものとする。ただし、算出された合計額に  

1，000円未満の端数が生じた場合には、これを切捨てるものとする。  

（1）都道府県分   

（ア）第2欄に定める基準額と第3欄に定める対象経費の実支出額とを比較して少ない  

方の額を選定する。   

（イ）（ア）により選定された額と、総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額と  

を比較して少ない方の額を交付額とする。  

1種 目   2 基  準  額  3 対 象 経 費   

子育て応援特  （1都道府県当たり）  超過勤務手当   

別手当事務取   1，200，000円   賃金職員   

扱交付金  職員旅費  

需用費（消耗品費、印刷製本費、会議費）   

1
イ
い
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役務費（通信運搬費等）  

使用料及び賃借料  

（往）上記の対象経費については、生活対策（平成20  

年10月30ロ新たな経済対策に関する政府・与党  

会議、経済対策閣僚会議合同会議）を受けて開始さ  

れた子育て応援特別手当の事務に係るものであれ  

ば、対象として差し支えないものとする。   

なお、対象経費の実支出額の算出に当たっては、平成21年1月28日総行政第  

18号総務事務次官通知の別添「定額給付金給付事業費補助金交付要綱」の第2条  

に定める定額給付金（以下「定額給付金」という。）の連絡調整に係る事務費（会  

場借料、職員旅費等）と一体的に処理する場合には、各々の支給件数により按分す  

るなどして算出した経費を計上すること。  

（2）市町村分  

（ア）第2欄に定める基準額と第3欄に定める対象経費の実支出額とを比較して少ない  

方の額を選定する。  

（イ）（ア）により選定された額と、総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額と  

を比較して少ない方の額を交付額とする。  

1種 目   2 基  準  額  3 対 象 経 費   

子育てノノ㌫援特  （1市町村当たり）  超過勤務手当   

別手当事務取  賃金職員   

扱交付金  （1）基本分  職員旅費  

500，000円   需用費（消耗品費、印刷製本費）  

（2）加算分   役務費（振込手数料、郵送料等）  

（（1）の基本分に加え次ぎの哲  使用料及び賃借料（事務用機器借上費）  

を加算）  委託料（広報委託等）  

支給対象となる子の人数×1，400円  

（注）上記の対象経費については、生活対策（平成20  

※支給対象となる子とは、支       年10月30ロ新たな経済対策に関する政府・与党  

給要領第1の2に定める子を  会議、経済対策閣僚会議合同会議）を受けて開始さ  

いう。   れた子育て応援特別手当の事務に係るものであれ  

ば、対象として差し支えないものとする。   

なお、対象経費の実支出額の算出に当たっては、定額給付金の支給に係る事務費  

（システム改修費を除く。）と一体的に処理する場合には、各々の支給件数により  
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按分するなどして算出した経費を計上すること。   

（交付金の概算払）  

5 厚生労働大臣は、必要があると認める場合においては、国の支払計画承認額の範囲内   

において概算払をすることができる。   

（交付の条件）  

6 この交付金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。  

（1）事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、厚生労働大臣の承認を   

受けなければならない。  

（2）事業を中止し、又は廃止する場合には、厚生労働大臣の承認を受けなければならな  

い。  

（3）事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合には、速  

やかに厚生労働大臣に報告してその指示を受けなければならない。  

（4）交付金と事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした別紙様式1による調書を  

作成し、これを事業の完了の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その  

承認を受けた目）の属する年度の終了後5年間保管しておかなければならない。  

（申請手続）  

7  この交付金の交付の申請は、次により行うものとする。  

（1）市町村長は、別紙様式2による交付申請書に関係書頬を添えて都道府県知事が定め   

る日までに都道府県知事に提出して行うものとする。  

（2）都道府県知事は、（1）の申請書を受理したときは、これをとりまとめのうえ別紙様   

式3による交付申請書に関係書類を添えて別に定める日までに厚生労働大臣に提出し   

て行うものとする。  

（3）指定都巾及び中核巾の市長は、別紙様式2による交付申請書に関係書類を添えて別   

に定める日までに厚生労働大臣に提出して行うものとする。  

（変更申請手続）  

8  この交付金の交付決定後の事情の変更により申請の内容を変更して追加交付申請等   

を行う場合には、7に定める申請手続に従い行うものとする。  

（実績報告）  

9  この交付金の事業実績報告は、次により行うものとする。  

（1）ホ町村長は、事業が完了したときは、別紙様式4による事業実績報告書に関係書類   

を添えて、都道府県知事が定める日（6の（2）により事業の中止又は廃止の承認を受   

けた場合には、当該承認通知を受理した日から起算して1か月を経過した目）までに   

都道府県知事に提出して行わなければならない。  
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（2）都道府県知事は、（1）の申請書を受理したときは、これをとりまとめのうえ別紙様   

式5による事業実績報告書に関係書頬を添えて別に定める日までに厚生労働大臣に提   

出して行わなければならない。  

（3）指定都市及び中核市の巾長は、事業が完了したときは、別紙様式4による事業実績   

報告書に関係書頬を添えて別に定める日までに厚生労働大臣に提出して行わなければ   

ならない。   

（補助金の返還）  

10 厚生労働大臣は、交付すべき交付金の額を確定した場合において、既にその額を超   

える交付金が交付されているときは、期限を定めて、その超える部分について国庫に  

返還することを命ずる。   

（その他）  

11 特別の事情により4、7、8及び9に定める算定方法、手続きによることができな  

い場合には、あらかじめ厚生労働大臣の承認を受けてその定めるところによるものと  

する。  
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（別紙様式1）  

子 育 て 応 援 特別 手 当 事務 取 扱 交 付金 調 書  

平成  年度  
厚生労働省所管 一般会計  

（自治体名） 

地方公共団体  
国  

歳入  歳出   

備考  
歳出予算科目   交付  科目   予算額  決算額   科目   予算額  うち交付  

決定額  金相当額   金相当額   

円  円   円  円   円   円   円  
（組織）厚生労働本省  

（項）地域子育て支援対策費  

（日）子育て応援特別手当事務   

取扱交付金  

1「国」の「交付決定額」は、交付決定の額を記載すること。  
2 「地方公共団体」の．「科目」は、歳入及び歳出については款、項、日をそれぞれ記載すること。  
3「予算額」は、歳入に当たっては当初予算額、補正予算額等の区分を、歳出に当たっては当初予算額、補正予算額、流用増減額等の区分を明らかにして記載する  
こと。  

4 「備考」は、参考となるべき事項を適宜記載すること。  
5 本交付金に係る歳出予算額の繰越が行われた場合において、翌年度に行われる当該交付金事業に係る交付金調書の作成は、本表に準じて記載すること。  
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（別紙様式2）  

第  号  

平成  年  月   日  

厚生労働大臣 殿  

市町村長  

平成20年度子育て応援特別手当事務取扱交付金の交付申請について   

標記について、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第  

179号）第5条の規定により、関係書類を添えて次のとおり申請する。  

1 事業の目的  子育て応援特別手当の支給に係る事務費  

2 交付申請額  金＊＊＊＊＊＊＊＊円  

3 添付書類   

・交付申請額算出表（市町村分）  《別表1》   

・補助対象経費の費目ごとの積算内訳明細書（市町村分） 《別表2》   

・歳出歳入予算書抄本  
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（別表1）  

交 付 申 請 額 算 出 表 （市 町 村 分）  

寄付金   対象経費の   支給対象   基額   交付申請額  
市町村名   総事業費  差引額  支出予定額  （cとdとfの  

（a－b）  exl，400円）  

a  b  C  d   e   

円   円   円   円   人   円   円  

∂  ■＿   l     一言   、ノ  ーJ′  



（別表2）  

補助対象経費の費目ごとの積算内訳明細書（市町村分）  市町村名  

費 目   品目等   数 量   単 価   金 額   備 考   

円   円  

需用費  

消耗品費  

00費  

000費  

（合計）  

（注1）同内容であれば別様式でも差し支えない。  

（注2）本表の金額の合計が別表1の「対象経費の支出予定額」と一致すること。  
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平成20年度子育て応援特別手当事務取扱交付金の交付申請について  

標記について、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第  

179号）第5条の規定により、関係書類を添えて次のとおり申請する。  上
∵
戸
l
－
⊥
ド
‥
－
－
石
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 1 事業の目的  子育て応援特別手当の支給に係る事務費  

2 交付申請額  金＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊円  

都道府県分  金＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊円  

市町村分  金＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊円  
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3 添付書類   

・交付申請額算出表（都道府県分）  （別表1》  

補助対象経費の費目ごとの積算内訳明細書（都道府県分）   《別表2》  

交付申請額内訳表（市町村分）  《別表3）  
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（別表1）  

交 付 申 請 額 算 出 表 （都 道 府 県 分）  

寄付金  対象経費の  基準額  交付申請額  
都道府県名   総事業費  その他の収入  差引額  支出予定額  （cとdとeの  

（a－b）  いずれか低い方の額）  

a  b  C  d  e  

円   円   円   円  円  円  

1，200，000  
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 （別表2）  

補助対象経費の費目ごとの積算内訳明細書（都道府県分）  

費 目   品目等   数 量   単 価   金 額   備 考   

円   円  

需用費  

消耗品費  

00費  

000費  

（合計）  
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（注1）同内容であれば別様式でも差し支えない。  

（注2）本表の金額の合計が別表1の「対象経費の支出予定額」と一致すること。  
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（別表3）  

交 付 申 請 額 内 訳 表 （市 町 村 分）  

寄付金   対象経費の   支給対象   基準額   交付申請額  

市町村名   総事業費  差引額  支出予定額  

（a－b）  exl，400円）  低い方の額）  

a  b  C  d   e   

円   円   円   円   人   円   円  

円   円   円   円   人   円   円  

円   円   円   円   人   円   円  

円   円   円   円   人   円   円  

円   円   円   円   人   円   円  

円   円   円   円   人   円   円  

円   円   円   円   人   円   円  

円   円   円   円   人   円   円  

円   円   円   円   人   円   円  

円   円   円   円   人   円   円  

円   円   円   円   人   円   円   

（合計）  人  円  
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（別紙様式4）  
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平成20年度子育て応援特別手当事務取扱交付金の事業実績報告について  

標記について、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第  

179号）第14条の規定により、関係書類を添えて次のとおり報告する。  ㌢
 
－
咄
∫
－
－
封
b
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J
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1事業の目的  子育て応援特別手当の支給に係る事務費  

2 添付書類   

・実績報告額算出表（市町村分）  《別表1》   

・補助対象経費の費目ごとの積算内訳明細書（市町村分） 《別表2》   

・歳出歳入決算書（又は見込み書）抄本  
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（別表1）  

実 績 報 告 額 算 出 表 （市 町 村 分）  

市町村名  

寄付金   対象経費の  支給対象   基準額   要国庫   差引過   

総事業費  その他  差引額  交付決定額  事業実施期間  

の収入  （a－b）  の数  exl，400円）  
のいずれか低  （i－g）   

い方の額）  

a  b  C  d   e   g  h   

円   円   円   円   人   円   円   円   円   円  

年月日  
～年月月  



（別表2）  

補助対象経費の費目ごとの積算内訳明細書（市町村分）  市町村名  

費 目   品目等   数 量   単 価   金 額   備 考   

円   円  

需用費  

消耗品費  

00費  

000費  

（合計）  

（注1）同内容であれば別様式でも差し支えない。  

（注2）本表の金額の合計が別表1の「対象経費の実支出額」と一致すること。  
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（別紙様式5）  

第  号  

平成  年  月  日  

厚生労働大臣 殿  

都道府県知事  

平成20年度子育て応援特別手当事務取扱交付金の事業実績報告について  

標記について、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第  

179号）第14条の規定により、関係書類を添えて次のとおり報告する。  

1 事業の目的  子育て応援特別手当の支給に係る事務費  

2 添付書類   

・実績報告額算出表（都道府県分）  《別表1》   

・補助対象経費の費目ごとの積算内訳明細書（都道府県分）   《別表2》   

・実績報告額内訳表（市町村分）  《別表3》  
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（別表1）  

実 績 報 告 額 算 出 表 （都 道 府 県 分）  

都道府県名  

寄付金  対象経費の  要国庫  差引過  

総事業費  その他  差引額  実支出額  基準額 補助額  交付決定額  受入額  △不足額  事業実施期間   

の収入  （a－b）  （cとdとeの  

いずれか低い方  （h－f）  

の額）  

a  b  C  d   e  g  h  

円   円   円   円  円  円   円   円   円  

1，200，000  年月日  
～年月日  
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（別表2）  

補助対象経費の費目ごとの積算内訳明細書（都道府県分）  

費 目   品目等   数 量   単 価   金 額   備 考   

円   円  

需用費  

消耗品費  

00費  

000費  

（合計）  

（注1）同内容であれば別様式でも差し支えない。  

（注2）本表の金額の合計が別表1の「対象経費の実支出額」と一致すること。  

－85－   



（別表3）   

実 績 報 告 額 内 訳 表 （市 町 村 分）  

寄付金  対象経費の  要国庫  差引過  

市町村名   総事業費  差引額  

の収入  の数  

のいずれか低  （トg）   

い方の額）  

a  b  C  d   e   g   h   

円   円   円   円   人   円   円   円   円   円   年月日  

～年月日  

円   円   円   円   人   円   円   円   円   円   年月日  

～年月日  

円   円   円   円   人   円   円   円   円   円  年月日  

～年月日  

円   円   円   円   人   円   円   円   円   円   年月日  

～年月日  

円   円   円   円   人   円   円   円   円   円   年月日  

～年月日  

円   円   円   円   人   円   円   円   円   円   年月日  

～年月日  

円   円   円   円   人   円   円   円   円   円   年月日  

～年月日   

人  円  

（合計）  

ざl  

」  

，Tゝ  一点 二ご 二「－ －▲－r   



子育て応援特別手当 関係資料  
H21，2，27  資料7－3  

㊧   雇児発第0128001号  
平成21年1月 2 8 日  

都道府県知事  

各 指定都市市長 殿  

中核市市長  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長  

子育て応援特別手当の実施について   

平成20年10月30日に新たな経済対策に関する政府与党会議、経済対策閣僚会議合  

同会議においてまとめられた「生活対策」に基づき、現下の厳しい財政事情に鑑み、多子  

世帯の幼児教育期の子育ての負担に対し配慮する観点から、平成20年度の緊急措置とし  

て、別添の内容により、子育て応援特別手当の支給を行うこととしたので通知する。   

なお、都道府県知事におかれては、貴管内市町村（特別区を含む。）に対する周知につ  

き、配慮願いたい。  
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別 添  

子育て応援特別手当交付金支給要領  

第1 支給対象者及び支給対象となる子   

1 支給対象者  

子育て応援特別手当の支給対象者は、平成21年2月1日（以下「基準日」とい  

う。トにおいて、 2に定める「支給対象となる子」の属する世帯の世帯主であって、  

次の要件のいずれかに該当する者とする。  

① 当該市町村の住民基本台帳に記録されている者（基準日より前の日に、住民基本  

台帳法（昭和42年法律第81号）第8条の規定に基づき住民票を消除されていた  

者で、基準日時点において、 日本国内で生活していたが、いずれの市町村の住民基  

本台帳にも記録されておらず、かつ、基準日後初めて当該市町村の住民基本台帳に  

記録されることとなった者を含む。）  

ただし、当該者が基準日以降に死亡した場合において、他の世帯構成者がいる場  

合には、その中から新たに当該世帯の世帯主となった者（これにより難い場合は、  

死亡した世帯主以外の世帯構成者のうちから選ばれた者）  

②′ 当該市町村の外国人登録原票に登録されている者のうち次に掲げる者  

・日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特  

例法（平成3年法律第71号）に定める特別永住者  

・出入国管理及び難民認定法（昭和26年制令第319号）に定める在留資格を有  

して在留する者（出生等により在留資格を有することなく在留することができる  

者を含み、短期滞在の在留資格で在留する者を除く。）  

ただし、当該者が基準日以降に死亡した場合は、住民基本台帳又は外国人登録原  

票において、当該死亡した者の住居地と同一の場所を住所又は居住地とし、かつ、  

生計をともにしていた者のうちから選ばれた者  

2 支給対象となる子  

子育て応援特別手当の支給対象となる子は、以下のいずれかに掲げる者とする。  

① 世帯に属する3歳以上18歳以下の子（平成2年4月2日から平成17年4月1  

日生まれまでの子）（以下「特別手当支給基礎児童」という。）が2人以上おり、か  

つ、特別手当支給基礎児童のうち第2子以降である就学前3学年の子（平成14年  

4月2日から平成17年4月1日生まれまでの子。以下同じ。）であって、次の要  

件のいずれかに該当する者とする。  

ア 当該市町村の住民基本台帳に記録されている者（基準日より前の日に、住民  

基本台帳法（昭和42年法律第81号う 第8条の規定に基づき住民票を消除さ  

れていた者で、基準日時点において、 日本国内で生活していたが、いずれの市  
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町村の住民基本台帳にも記録されておらず、かつ、基準日後初めて当該市町村  

の住民基本台帳に記録されることとなった者を含む。）  

イ 当該市町村の外国人登録原票に登録されている者のうち次に掲げる者  

・日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関す  

る特例法（平成3年法律第71号）に定める特別永住者  

・出入国管理及び難民認定法（昭和26年制令第319号）に定める在留資格  

を有して在留する者（出生等により在留資格を有することなく在留すること  

ができる者を含み、短期滞在の在留資格で在留する者を除く。）  

② 世帯に属する就学前3学年の子（①に該当する者を除く。）が世帯主又は世帯主  

以外の者に扶養されている場合で、当該世帯主又は世帯主以外の者に扶養されてい  

る者のうち特別手当支給算定基礎児童が2人以上おり、かつ、当該就学前3学年の  

子が第2子以降の子であるときの当該就学前3学年の子であって、①のア又はイに  

該当する者  

第2 支給額  

支給額は、第1の2に掲げる支給対象となる子1人につき3万6千円とする。  

第3 支給方法等   

1 申請及び支給の方法  

市町村は、支給対象者に対し、申請に必要な書類を送付又は配布する。（当該市町  

村の規模等を勘案してこれに替わる適当な手段がある場合は、それにより伝達するこ  

とも可）  

支給対象者は、郵送又は窓口への提出により支給の申請を行い、市町村は、審査の  

上支給を決定し、当該者が指定した口座への振込又は現金による窓口での交付により  

子育て応援特別手当を支給する。なお、現金の交付による支給は、可能な限り、振込  

による支給が困難である場合に限り行うこととする。  

なお、支給に当たっては、郵送による申請又は窓口における申請のいずれの場合に  

おいても、公的身分証明書等により、十分な本人確認を行った上で、支給を決定する  

こととする。  

2 支給申請受付開始日及び申請期限  

市町村は、子育て応援特別手当の支給についてできる限り速やかに開始するものと  

し、具体的な支給申請受付開始日は、市町村において決定することとする。また、支  

給対象者による申請期限は、当該市町村における支給申請受付開始日から6月とする。  

第4 その他  

所得を基準とする支給の差異については、これを設けないことを基本とする。所得を   

基準とナる支給の差異を設けることを希望する市町村は、所得（収入から必要経費（給   

与所得者の場合には、給与所得控除後）を控除した後の金額）が一定の基準額（基準額   

の下限は1800万円）以上の支給対象者について、子育て応援特別手当を支給しない   

ことができることとする。この場合、支給の有無は、平成21年の所得を市町村の保有  
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する税情報により確認することにより判断する。返還された子育て応援特別手当につい  

ては、返還に関連する事務費の一部に充てることができることとし、差額を国庫へ返納  

する。  
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子育て応援特別手当 関係資料  
H21・2・27  資料7－4  

㊥   雇児発第0128002号  

平成21年1月 2 8 日  

都道府県知事  

各 指定都市市長 殿  

中核市市長  

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長  

子育て応援特別手当の施行について   

子育て応援特別手当は、現下の厳しい財政事情に鑑み、多子世帯の幼児教育期の子育て  

の負担に対し配慮する観点から、平成20年度の緊急措置として支給するものであるが、  

今月27日に本事業に要する経費を含む国の平成20年度補正予算（第2号）が国会にお  

ける審議を経て成立したところである。   

子育て応援特別手当の実施については、本日付けで「平成20年度子育て応援特別手当  

交付金交付要綱（厚生労働省発雇児第0128002号）」及び「平成20年度子育て応  

援特別手当事務取扱交付金交付要綱（厚生労働省発雇児第0128003号）」を通知し  

たところであるが、その施行については、下記のとおりとする。   

子育て応援特別手当は、市町村（特別区を含む。以下同じ。）が実施する事業に対して  

国が交付金を交付するものであるが、事業の実施主体である市町村におかれては、事業の  

趣旨をご理解いただき、事業の効果を十分発揮するためにも、年度内の支給開始を目指し、  

早急に必要な補正予算を編成し、準備を進められるようお願いする。   

都道府県におかれては、管内市町村に対して、本通知の内容を速やかにご連絡いただく  

とともに、市町村から交付金に係る各種申請書類が提出された場合は、速やかに当省に提  

出いただくようお願いする。  
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記  

1子育て応援特別手当事務取扱交付金交付要綱については、本日施行する。   

なお、子育て応援特別手当事務取扱交付金交付要綱にも記載しているとおり、子育て   

応援特別手当の支給に要する事務経費については、子育て応援特別手当事務取扱交付金   

の交付決定前に執行した経費であっても、「生活対策」（平成20年10月30日新たな   

経済対策に関する政府・与党会議、経済対策閣僚会議合同会議決定）を受けて開始され   

た子育て応援特別手当の事務に係るものであれば、子育て応援特別手当事務取扱交付金   

の対象として差し支えないものである。  

2 子育て応援特別手当交付金交付要綱については、現在国会において審議中の「財政運   

営に必要な財源の確保を図るための公債の発行及び財政投融資特別会計からの繰入れの   

特例に関する法律案」の成立後に施行することとする。  
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子育て応援特別手当 関係資料  
H212．27  資料8  

子育て応援特別手当関係通知等一覧  

NO  発出日   形式   送付先   内容   

ロ  20＿12．5  事務連紹   都道府県  子育て応援特別手当（仮称）について   

2  20．12．8  事務連絡   都道府県  子育て応援特別手当交付金（仮称）等の交付の事務の一部を都道府県知事      がこ   
行うととする場合の事前協議について   

3  20．12．20  事務達紹   都道府県  子育て応援特別手当に係る留意事項について   

①「子育て応援特別手当」の実施について（たたき台）  
②「子育て応援特別手当」の支給について（概要）  

全国児童福祉主  ③子育て応援特別手当の支給対象となる子について  
管課長・子育て  ④子育て応援特別手当の申請・支給事務フローイメージ  

4  21．1．8                             応援特別手当関  
係課長会議議場  

⑤子育て応援特別手当に係る資金の流れ（イメージ）  
⑥申請書のイメージ  

配付  ⑦子育て応援特別手当事業に係る予算積算の考え方  
⑧定額給付金事務説明会資料  
⑨子育て応援特別手当Q＆A（＞er．1）   

平成21年1月22日 平成20年度補正予算（第2号）成立  

都道府県  
23  事務連絡  指定都市  

核市   
都道府県  

26  情報提供  指定都市  
核市   
都道府県  

27  事務連絡  指定郡市  
核市   
都道府県  

28  事務次官通知  f旨定郡市  

枝市   
都道府県  

28  事務次官通知  指定都市  
核市   

都道府l崇  

28  局長通知  指定都市  
核市   
都道府県  

28  局長通知  指定都市  
核市   
都道府県  

29  事務連絡  指定都市  
絃市   
都道府県  

田  事務連絡  f旨定都市  

都道府【崇  
3  情報提供  指定都市  

核市   
都道府県  

田  事務連絡  f旨定都市  

中核市   （依頼）   

都道府県  
田  総務課最適即  指定都市  

中核市   
都道府県  

10  情報提供  指定郡市  
核市   

12  大臣通知   
補助金等の交付に関する事務の一部を都道府県矢口事が行うこととする件に  都道府県       ついて   

都道府県  
13  情報提供  指定都市  

17  事務連紹   都道府県  子育て応援特別手当に係る繰越事務等について   

都道府県  
18  事務達紹  指定都市  

核市   

19  事務連絡   都道府県 指定都市  
中核市   

19  事謂達紹   
都道府県 指定都市  
中核市   
都道府県  

20  事務連結  指定郡市  
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